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独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 第２期中期計画 

 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構は、昭和５５年（１９８０年）に新エネルギー

の開発を促進する特殊法人として設立後、各種業務追加が行われ、新エネルギー・省エ

ネルギー技術開発・導入普及業務、ほぼ全ての産業技術に係る研究開発業務、石炭合理

化業務、アルコール製造・販売業務等の多岐にわたる業務を担う機関となった。 

 同特殊法人を前身として平成１５年１０月に発足した、独立行政法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構（以下「機構」という。）は、独法移行時（平成１５年度）に海

外石炭関係貸付・債務保証業務及び地熱開発資金債務保証業務を、平成１７年度末に研

究基盤施設整備に係る出資業務をそれぞれ廃止するとともに、平成１８年度末において

石炭経過業務のうち鉱害復旧業務を完了し、また、アルコール業務については平成１８

年４月に特殊会社化することにより廃止する一方で、平成１８年度から京都メカニズム

クレジット取得事業を開始することなどにより、その行うべき業務を、「研究開発関連

業務」、「新エネルギー・省エネルギー導入普及関連業務等」及び「クレジット取得関連

業務」の３つに重点化してきた。 

その上で、機構は、産業技術及びエネルギー・環境分野における中核的政策実施機関

として、独立行政法人のメリットを活かしつつ、第１期中期目標及び中期計画に基づき、

次のような業務を実施してきた。 

 研究開発の実施に当たっては、マネジメントの機能をサイクルとして捉え、一連の流

れを繰り返すことで業務を効果的・効率的に処理する手法として、企画（Ｐｌａｎ）、

実施（Ｄｏ）、評価（Ｓｅｅ）、更にその結果を反映させた次の計画（Ｐｌａｎ）及び実

施（Ｄｏ）へとつなげるＰＤＳサイクルを本格的に導入し、廃止や縮小を含めた成果を

挙げるプロジェクトへの選択と集中を図ったほか、選択と集中をより弾力的に実施する

ため、各事業部を３０部から２０部へ大括り化し、活きた研究資金の迅速な提供と厳格

な執行に向けた業務執行体制や制度の見直しを行い、産業競争力強化に向けた研究開発

を実施した。 

また、エネルギー・環境面での技術開発とその実証試験及び導入・普及の促進を通じ、

国内においては第１期中期目標期間中に６４０万トン－ＣＯ２／年の温室効果ガス削減

の効果（平成１５～１８年度の実績値）を挙げ、また、経済産業省及び環境省の委託に

よりＮＥＤＯが実施するクレジット取得関連業務については、初年度となる平成１８年

度に、９０年総排出量比１．６％（１億トン－ＣＯ２）の約６．４％に相当する６４０

万トン－ＣＯ２の購入契約を締結したほか、研究開発や導入普及の成果を、可能な限り

国民に対しわかりやすい形で提供するべく、「愛・地球博」への出展等、積極的な情報

発信を通じて国民への説明責任を遂行した。 

第１期中期目標期間中においては、我が国経済は全般としてみると着実な景気回復を

続ける一方で、企業における研究開発活動については、短期的な利益を重視した結果、

中長期的な観点からの研究開発投資が減少する傾向が続いた。 

また、グローバルな競争の激化の中で、差別化による競争力の強化に向け、単なる技

術開発ではなく、その成果が社会や市場での価値創造に速やかにつながる「イノベーシ

ョン」に着目し、その促進に各国政府、企業がしのぎを削る時代となり、更に企業の動
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向を見ると、例えば半導体関連産業に代表されるように、業界横並びの体制から、産業

再編による各企業の専門化が進み、その過程において、オープンイノベーションシステ

ムの導入等の企業間連携が加速された。 

一方、京都議定書に定める第一約束期間を間近に控え、我が国の温室効果ガス削減目

標達成をより確実なものとするために、現実的な取組が必要となってきた。 

さらに、人口減少・少子高齢化、アジア及びＢＲＩＣｓの飛躍的な経済成長に代表さ

れる世界的規模での競争の激化、原油・稀少金属資源の価格上昇など、持続的経済発展

の制約要因となり得る課題も顕在化してきた。 

今後、我が国の経済成長をより強固なものとするためには、技術の一層の付加価値化

や、社会ニーズを踏まえた新産業群の創出、中長期的な観点からの資源・エネルギー対

策が重要であり、あらゆる場面におけるイノベーション創出への期待が高まっている。 

このような背景の下、第２期中期目標期間では、民間の能力・知見を最大限に活用し

つつ、経済社会の持続的成長の実現に向けたイノベーション創出を推進するべく、我が

国産業競争力強化、エネルギーの安定供給及び地球環境問題への対応という課題に対し

て、技術を核として産学官の叡智を結集し、政策当局との緊密な連携の下、以下の理念

に基づき業務を実施する。 

①産学官の総力を結集して優れた研究成果を生み出すための高度な研究開発マネジ

メント機能を提供するとともに、厳格な評価とその結果の適切なフィードバックを

通じた業務運営の一層の高度化、プロジェクトフォーメーションの工夫による知の

融合拠点の創造やプロジェクト終了後のサンプルマッチング事業の実施などの取

組を「技術戦略マップ」の策定・更新作業や「ＮＥＤＯ特別講座」の実施を通じて

強化している人的ネットワークも活用しつつ更に活発化することなど、最終的なイ

ノベーションの担い手である事業者の経営を通じてイノベーションに結び付く確

率をより高めるための取組を行うことにより、「成果を挙げるＮＥＤＯ」を推進す

る。 

また、研究開発マネジメントに関するノウハウを組織知としてより一層蓄積・活

用し、フィードバックを得て改良するとともに、これらの取組の成果を幅広く世の

中に発信すること等により、平成１９年度の産業技術力強化法等の改正により追加

された事業者における「技術経営力」の強化に関する助言業務を着実に実施する。 

②エネルギー・環境分野における技術開発のみならず、あらゆる分野において、「環

境重視・人間重視の持続発展可能な形のイノベーション（エコイノベーション）」

の実現に向けた取組を強化する。 

特に、我が国の国際公約である京都議定書の６％の温室効果ガス排出削減や次期

枠組みの議論で我が国が主導的な役割を担うことや、長期的な世界の温室効果ガス

の大幅な削減に向け、エネルギー・環境面での技術開発とその導入・普及の促進を

通じ、内外のエネルギー・環境問題の解決に貢献するため、「エネルギーの安定供

給の確保」、「環境への適合」及びこれらを十分配慮した上での「市場原理の活用」

というエネルギー政策目標の同時達成を効率的に実現することを念頭に置き、国の

政策の重要性を踏まえた上で、以下の取組に注力する。 

ⅰ）新エネルギー・省エネルギーに関するノウハウの蓄積があり、また、導入普及

段階で発生する技術的課題を研究課題にフィードバックできるという特徴を活
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かして、技術開発・実証試験・導入促進の各ステージで得られた知見を相互に

最大限活用することにより、事業のシナジー効果を高める。 

ⅱ）今後、短期的には、京都議定書に定める第一期約束期間の目標達成に効果の高

いテーマに重点化する。また、中長期的には、より革新的な効果をもたらすテ

ーマに重点化し、世界のモデルとなるような研究開発と実証を組み合わせた取

組を通じて、エコイノベーションの実現を加速する。 

ⅲ）国から委託された、気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書の規定に

基づく排出削減単位、認証された排出削減量、割当量の一部（以下「クレジッ

ト」という。）の取得業務を通じ、我が国の京都議定書第３条の規定に基づく約

束の履行に貢献する。 

ⅳ）これらの取組については、幅広く、かつ、わかりやすく国民に積極的に情報発

信を行うとともに、その実施を通じて構築した国際ネットワークを活用して海

外に向けても積極的に情報発信を行う。 

③業務執行体制や制度に係る不断の見直しを通じて、自由な研究や活動を行えるよう

な環境を確保するための機動的かつ柔軟な業務運営に努め、「利用しやすいＮＥＤ

Ｏ」を更に進める。 

④研究開発や新エネルギー・省エネルギー・環境関連技術の導入普及の成果や、イノ

ベーション創出に関する取組や様々な情報について、「わかりやすく情報発信する

ＮＥＤＯ」として積極的な情報発信により国民への説明責任を全うするとともに、

過去の成果の蓄積と内外の最新動向分析を基に時代をリードする政策提言を行う。 

 

 

１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

 

【総論】 

 機構は、我が国の産業技術及びエネルギー・環境分野の中核的政策実施機関として、

内外の最新の技術動向や政策動向を的確に把握しつつ、政策当局との密接な連携の下、

「科学技術基本計画」、「科学技術に関する予算、人材等の資源配分の方針」、「エネルギ

ー基本計画」、「京都議定書目標達成計画」、経済産業省が定める「プログラム基本計画」、

産学官連携に関する施策等の国の政策に沿って、また、政策課題について経済産業省か

ら提示される重点的に取り組む分野を踏まえ、各年度計画に必要な具体的対応策を盛り

込みつつ、研究開発事業の適切なマネジメントとその成果の普及、エネルギー・環境関

連技術の開発とその導入普及の促進等を通じ、我が国の産業競争力の強化及び国民経済

の発展並びに内外のエネルギー・環境問題の解決に貢献するものとする。その際、民間

企業、大学、公的研究機関、地方の行政機関等と適切な連携を推進する体制を構築する

とともに、これらの連携により事業を効率的に実施する。 

 また、内外の最新の研究開発動向やエネルギー・環境問題に関する動向を体系的に把

握するために、セミナーやシンポジウム等を積極的に開催するとともに、産業界各層及

び有識者、大学、公的研究機関、地方の行政機関等との密接な情報交換を行う。その結

果も踏まえ、機構の事業の適切な実施に資する戦略的な企画立案を行う。 
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（１）産業技術開発関連業務 

機構が産業技術開発関連業務を推進するに当たっては、第３期科学技術基本計画（平

成１８年３月閣議決定）において重点分野とされたライフサイエンス、情報通信、環境、

ナノテクノロジー・材料、エネルギー、ものづくり技術等の基本的な政策に基づく分野

について、日本の産業競争力強化へつながるテーマを実施する。併せて、エコイノベー

ションの実現を意識し、他の機関にはない機構の特徴とこれまでの業績を明確に意識、

検証しつつ、以下の基本方針の下、産業技術開発関連業務を推進する。 

 

（ア）研究開発マネジメントの高度化 

ⅰ）全般に係る事項 

機構が産業技術開発関連業務を推進するに当たっては、ＰＤＳ（企画－実施－評価）

サイクルを深化させ、高度な研究開発マネジメントを実践する。具体的には、産業技術

開発関連業務を実施するに当たって、以下に留意することとする。 

・ 将来の社会ニーズや技術進歩の動向、国際的な競争ポジション等を踏まえ、要素技

術、要求スペック、それらの導入シナリオを時間軸上に示した「技術戦略マップ」

の改訂を毎年度継続する。 

・ 「技術戦略マップ」の策定・改訂及び日々の学界・産業界との情報交換等により構

築した有識者とのネットワークを深化・拡大し、機構の研究開発マネジメントに活

用する。 

・ ＰＤＳサイクルの一層の深化と確実な定着を図るべく、中間評価、事後評価及び追

跡調査の各結果から得られた知見・教訓を「ＮＥＤＯ研究開発マネジメントガイド

ライン」において引き続き組織知として蓄積するよう毎年度改訂するとともに、同

ガイドラインが機構内でより一層活用されるよう、毎年度２回以上の機構内の普及

活動を実施する。 

・ 機構職員が研究現場に直接出向くことにより「企業・大学インタビュー」を毎年度

実施し、その結果を研究開発マネジメントの高度化等のための具体的な取組に結び

付け、翌年度のインタビューで評価する。 

・ 国内のみならず海外の企業や機関と共同で研究開発を実施する必要性が高まってい

ることを踏まえ、必要に応じて海外機関との国際連携を図り、双方にとってのＷｉ

ｎ－Ｗｉｎの関係を構築するため、我が国と相手国双方の利益に結び付く可能性の

ある技術等について、その有効性を十分検証した上で、情報交換協定などの協力関

係を構築した機関数を１．５倍以上に増加させる。その際、意図せざる技術流出の

防止の強化を図る観点から、機構の事業の実施者の成果の取扱いについての仕組み

の整備等に努めるものとする。 

ⅱ）企画段階 

・ 類似する研究開発テーマが同時に進行したり同種の研究内容が複数の研究開発事業

で行われることによって、今後、効率的かつ効果的な研究開発業務の実施に問題が

生ずることがないよう、第２期中期目標期間中に業務の枠組みを含めた事業の再編

整理、研究テーマの重点化等を行い、必要な実施体制の見直しを行うものとし、実

施プロジェクト数が平成１９年度の数を上回らないようにする。 
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・ 事業実施効果の確保及び事業費の有効活用を図るため、企画型の研究開発事業の立

案及びテーマ公募型研究開発事業の案件採択時において、費用対効果分析の実施を

徹底するよう努める。 

・ 有識者をプログラムマネージャー（ＰＭ）・プログラムディレクター（ＰＤ）として

採用して活用するとともに、部署横断的なリエゾン担当を設置し、分野融合型・連

携型プロジェクトの企画を促進する。 

・ 地域に埋もれた「まだ見ぬ強豪」のシーズを発掘するために、地方経済産業局や地

方の大学との連携強化を図ることとし、機構職員による「イノベーション・オフィ

サー」及び外部専門家による「新技術調査委員」を全国各地に配置して一層の活用

を図る。 

ⅲ）実施段階 

・ 採択においては、企画競争・公募を通じて、最高の英知を集めたプロジェクトフォ

ーメーションを実現し、その過程で約５０００人の外部有識者のプールを形成し、

これを活用して事前評価及び採択審査を実施する。 

・ 実施期間中に機構外部の専門家・有識者を活用した評価を適切な手法で実施するこ

ととし、特に５年間程度以上の期間を要する事業については、３年目ごとを目途と

する中間評価を必ず行う。また、機構による自主的な点検等により常に的確に事業

の進捗状況を把握するよう努める。これらの結果等を基に事業の加速化・縮小・中

止・見直し等を迅速に行う。 

・ 各事業で得られた成果を相互に活用する等、事業間連携に取り組むとともに、分野

連携・融合を促進し、成果の最大化を図る。また、制度においては各制度を連携し

て実施するとともに、必要に応じて複数制度を大括り化する等、機動的な運用を行

う。 

・ 手続き面では、事業の予見性を高めるとともに、進捗に応じた柔軟な執行を可能と

するために導入した「複数年度契約」や、研究開発のニーズに迅速に応える「年複

数回採択」等の制度面・手続き面の改善を行うとともに、事業実施者に対する説明

会を毎年度４回以上行う。 

・ 事業実施者における経費の適正な執行を確保するため、機構内の検査専門部署を中

心に、不正行為を行った事業実施者に対しては新たな委託契約及び補助金交付決定

を最大６年間停止するといった厳しい処分並びに不正事項を処分した場合の全件公

表及び機構内部での情報共有等の取組を、政府の動向等を踏まえつつ徹底する。 

ⅳ）評価段階 

・ 研究開発期間中のみならず終了後も、その成果の実用化に向けて、研究開発の実施

者を始め幅広く産業界等に働きかけを行うとともに、研究開発成果をより多く、迅

速に社会につなげるための成果普及事業として、プロジェクト成果物をユーザーに

サンプルの形で提供し、その評価結果から課題を抽出するサンプルマッチング事業、

プロジェクト成果を実使用に近い環境で実証する成果実証事業等を実施する。 

・ また、制度面で研究開発成果の実用化を阻害する課題があれば、積極的に関係機関

に働きかける。 

・ 機構の研究開発マネジメントの改善や研究開発プロジェクトの企画立案機能の向上

に反映させることを目的として、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成１
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７年３月２９日内閣総理大臣決定）を踏まえ、評価に伴う過重な作業負担の回避と

いう観点を考慮しつつ、原則として、２４０本以上の終了プロジェクトについて逐

次追跡調査を実施する。 

・ また、追跡調査の結果として把握される継続事業（機構の事業終了後において事業

実施者が機構の成果を活用して実施する研究開発等の活動をいう。）の比率を９０％

以上とする。 

ⅴ）社会への貢献 

・ 機構の活動は、広く国民・社会からの理解及び支持を得ることが重要であることか

ら、機構の成果を国民・社会へ還元する観点から、展示会等において、事業で得ら

れた研究開発成果を積極的に発表することにより、引き続きわかりやすく情報発信

することとする。 

・ 事業で得られた研究開発成果と企業とのマッチングの場を設け、成果の普及促進を

図る。 

・ 付加価値の高い研究開発成果の実用化に向け、事業実施者における強い知的財産権

の取得を奨励する。また、研究開発成果の国際的普及のため、研究開発実施中から

国際標準化に一体的に取り組むとともに、研究開発成果の国際標準化に取り組む。

具体的には、毎年度、年度計画に以下の項目に関する数値目標を設定し、その達成

を図る。 

①研究開発プロジェクトにおける標準化に係る取組を含んだ基本計画数 

②機構の事業におけるＩＳＯ等の国内審議団体又はＩＳＯ等への標準化に関する

提案件数 

・ 技術経営力に関する各界有識者のネットワークを構築し、このネットワークを活用

しつつ技術経営力に関する知見を深化させ、その成果を産業界に発信する。 

・ 大学が研究の中核として、新しい産業技術を生み出しつつあるプロジェクトを対象

とし、大学に拠点を設けて人材育成、人的交流事業等を展開する「ＮＥＤＯ特別講

座」について、効率的・効果的な実施方法の工夫を図りつつ実施する。 

 

（イ）研究開発の実施 

研究開発事業の推進に当たっては、①民間のみでは取り組むことが困難な、実用化ま

でに中長期の期間を要し、かつリスクの高い「ナショナルプロジェクト」、②産業技術

及び新エネルギー・省エネルギー技術の「実用化・企業化促進事業」、③大学や公的研

究機関等の有望な技術シーズを育成する「技術シーズの育成事業」、を、技術分野ごと

の特性や、研究開発を取り巻く環境の変化を踏まえて適切に組み合わせて実施する。 

上記の３種類の研究開発事業のそれぞれについて、以下の原則の下で実施する。 

研究開発の実施に際しては、以下の目標の達成を図る。 

・ 「ナショナルプロジェクト」においては、機構外部の専門家・有識者を活用した事

後評価において、技術的成果、実用化見通し、マネジメント等を評価項目とし、別

途公表される計算式に基づき８割以上が「合格」、６割以上が「優良」との評価を得

る。また、特許については、真に産業競争力の強化に寄与する発明か、海外出願の

必要はないか等に留意しつつ、その出願件数を第２期中期目標期間中に国内特許に

ついては５０００件以上、海外特許については１０００件以上とする。 
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・ 「実用化・企業化促進事業」においては、事業終了後、３年以上経過した時点での

実用化達成率を２５％以上とする。また、特にイノベーションの実現に資するもの

として実施する事業については、機構外部の専門家・有識者を活用した事後評価に

おいて、技術的成果、実用化見通し等を評価項目とし、別途公表される計算式に基

づき６割以上が「順調」との評価を得るとともに、同評価により得られた知見を基

に、技術経営力の強化に関する助言業務の観点も踏まえ、事業実施者に対してアド

バイスを行う。 

・ 「技術シーズの育成事業」においては、事業の実施に基づく査読済み研究論文の予

算当たりの発表数を、技術分野ごとの特徴その他適当な条件を加味した上で、第１

期中期目標期間と同等以上とする。また、これらの研究成果が、どのような社会的

インパクトを与えたかをシミュレートできるモデル及び指標に関する検討を進める。 

・ また、これらの結果を対外的に公表する。 

ⅰ）ナショナルプロジェクト 

ナショナルプロジェクトは、民間のみでは取り組むことが困難な、実用化までに中長

期の期間を要し、かつリスクの高い技術テーマにつき、民間の能力を活用して機構が資

金負担を行うことによりその研究開発を推進するものである。このため、国際的な研究

開発動向、我が国産業界の当該技術分野への取組状況や国際競争力の状況、エネルギー

需給の動向、当該技術により実現される新市場・新商品による我が国国民経済への貢献

の程度、産業技術政策や新エネルギー・省エネルギー政策の動向、国際貢献の可能性等

を十分に踏まえつつ、適切なプロジェクトの企画立案、実施体制の構築及び着実な推進

を図るものとする。かかる目的の実現のため、以下に留意するものとする。 

また、基盤技術研究促進事業については、第２期中期目標期間中において、事業の廃

止を含めた検討を行う。なお、環境適応型高性能小型航空機研究開発事業については、

その将来の売上に不確定な要素はあるが、そのリスクを上回る政策的意義を有すること

にかんがみ、基盤技術研究促進事業により実施する。 

・ プロジェクトの立ち上げに当たっては、産業界・学術界等の外部の専門家・有識者

を活用して、市場創出効果・雇用創造効果等が大きく、広範な産業への高い波及効

果を有し、中長期的視点から我が国の産業競争力の強化に資することや内外のエネ

ルギー・環境問題の解決に貢献するなど、投入費用を上回る効果が見込まれるかど

うかの費用対効果の観点も含めた事前評価を可能な限り実施し、その結果を反映す

るとともに、全てのプロジェクトについて開始前に広く国民から意見を収集するパ

ブリックコメントを１回以上実施する。その結果を活用しつつ、機構は民間では実

施が困難なハイリスクの研究開発を実施することにかんがみ、費用対効果等の不確

実性が高くとも、将来の産業・社会に大きな改革をもたらす研究課題には果敢に取

り組むことが必要であること、また、機構の研究開発の成果は、単純に実際の投入

費用に対する収益額の大小でその成否を判断するのは適切ではなく、むしろ経済全

体への波及効果という公共・公益性の観点において社会へ還元すべきであることに

も留意して、プロジェクトを実施する。 

・ 事前評価の結果実施することとなったプロジェクトについては、経済産業省が定め

るプログラム基本計画等に沿って、産業界・学術界等の外部有識者との意見交換及

び広く国民から収集した意見を反映させ、適切なプロジェクト基本計画を策定する。
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プロジェクト基本計画には、プロジェクト終了時点での最終目標を極力定量的かつ

明確に記述し、「出口イメージ」を明確に記述するものとする。 

・ プロジェクト基本計画で定める研究期間については、中長期的な視点から、必要に

応じ、中期目標期間にとらわれず柔軟かつ適切に策定する。 

・ ５年間以上の期間を要するプロジェクトについては、プロジェクト基本計画上、３

年目を目途とした中間時点での中間目標を極力定量的かつ明確に記述する。 

・ プロジェクト内の各実施主体間の競争体制による場合のように、設置が適切でない

場合を除き、指導力と先見性を有するプロジェクトリーダーを選定・設置し、プロ

ジェクトリーダーが、機構内部との明確な役割分担に基づき、機構と連携してプロ

ジェクトを推進できるよう、当該プロジェクトの推進に必要かつ十分な権限と責任

を負うような制度を構築する。なお、必要に応じてプロジェクトの企画立案段階か

らプロジェクトリーダーを指名し、プロジェクト基本計画の策定及び研究体制の構

築への参画を求める。 

・ プロジェクトについては、その性格や目標に応じ、企業間の競争関係や協調関係を

活用した適切な研究開発体制の構築を行う。特に、研究管理法人を経由するものは、

それが真に必要な役割を担うもののみとし極力少数とするとともに、真に技術力と

事業化能力を有する企業を実施者として選定し、成果を最大化するための最適な研

究開発体制の構築に努める等、安易な業界横並び体制に陥ることのないよう留意す

る。 

・ プロジェクトの終了後、機構外部の専門家・有識者を活用し、技術的成果、実用化

見通し、マネジメント等を評価項目とした事後評価を実施するとともに、その結果

を以後の機構のマネジメントに活用する。 

ⅱ）実用化・企業化促進事業 

 実用化・企業化促進事業は、比較的短期間で成果が得られ、即効的な市場創出・経済

活性化に高い効果を有し得るものであることにかんがみ、その実施に際しては、以下に

留意するものとする。 

 なお、本事業の実施に当たっては、必要に応じて大学等の基礎基盤の科学技術の知見

も活用し、実用化・企業化を後押しするものとする。 

・ テーマの採択に当たっては、本事業が比較的短期間で技術の実用化・市場化を行う

ことを目的とするものであることに留意し、達成すべき技術目標及び実現すべき新

製品等の「出口イメージ」が明確で、我が国の経済活性化やエネルギー・環境問題

の解決により直接的で、かつ大きな効果を有する案件を選定する。 

・ 公的機関のニーズ等を踏まえた技術開発課題の解決への取組を行う事業については、

その有効性等を検証しつつ実施する。また、エコイノベーションの実現に資する取

組を行う事業については、その有効性等を検討し、必要に応じて実施する。 

ⅲ）技術シーズの育成事業 

広範な視点から社会・産業界のニーズに対応するため、大学・公的研究機関の研究者

やその国際共同研究チームなどが有する有望な技術シーズを育成する事業を実施する。

その際、我が国の競争的な研究開発環境の醸成等研究開発システムの改革にも資するよ

う努めるとともに、我が国の産業競争力の強化やエネルギー・環境問題解決等の政策目

的に即したテーマの選定を適切に行うため、以下に留意するものとする。 
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・ テーマの選定に当たっては、基礎的・基盤的なものから、広範な産業への波及効果

が期待できるものまで、将来の産業技術シーズとして広くポテンシャルを有するテ

ーマを採択する。 

・ 所属機関や経歴・業績などにとらわれず、若手研究者や地方の大学・公的研究機関

の優れた提案も積極的に発掘する。その際、配分先の不必要な重複や過度の集中排

除に努めるものとする。 

 

（ウ）産業技術人材養成の推進 

 民間企業や大学等において中核的人材として活躍し、イノベーションの実現に貢献す

る技術者の養成事業の質的強化を図る。具体的には、産業技術の将来を担う創造性豊か

な技術者・研究者を機構の研究開発プロジェクトや公的研究機関等の最先端の研究現場

において研究開発等に携わらせること及び大学等の研究者への助成をすることにより

人材を育成するとともに、機構の研究開発プロジェクトに併設するＮＥＤＯ特別講座に

ついて効率的・効果的な実施方法の工夫を図りつつ実施する。これらの活動を通じ、民

間企業や大学等において中核的人材として活躍する技術者を、高齢化の進展状況、政府

予算の状況その他適当な条件を加味した上で、第１期中期目標期間と同等程度養成する。 

産業技術フェローシップ事業については、高度な学歴と知識を有する鉱工業技術者の

養成を図るとともに、その成果を十分に把握するため、終了者の追跡調査等により事業

成果を的確に把握し、事業目的に即した成果が得られているか検証するとともに、検証

結果を公表する。その際、終了者のうち本事業の養成目的に合致した業務に従事する者

の占める割合を６０％以上とする。 

 

（エ）技術経営力の強化に関する助言 

ナショナル・イノベーション・システムにおける機構の役割と責務を踏まえ、研究開

発等の成果が事業者の経営上活用されることを重視し、機構が実施してきた研究開発マ

ネジメントの高度化に向けた取組を強化することにより技術経営力に関する知見を深

化させるとともに、その成果を活用した事業者の技術経営力の強化に関する助言に係る

業務として、以下の取組を実施する。 

・ 技術経営力に関する各界有識者のネットワークを構築し、このネットワークを活用

し、技術経営力に関する機構内職員の研修を毎年度１コース以上実施するとともに、

技術経営力の強化をテーマとしたシンポジウム等を毎年度１回以上開催すること等

により、その知見を産業界等に発信する。とりわけ、これまでに蓄積された研究開

発プロジェクトのフォーメーション等の決定における採択審査委員会、プロジェク

トの途中及び事後における評価委員会などにおける外部有識者を含めた関係各方面

とのネットワークを十二分に活用する。 

・ 研究開発マネジメントの専門家を目指す職員を外部の研究開発現場等に毎年度１名

以上派遣し、その経験を積ませるとともに、大学における技術経営学、工学等の博

士号、修士号等について、第２期中期目標期間中に５名以上の取得を行わせる等、

当該業務実施に必要な知識・技能の獲得に資する能力開発制度を充実する。 

・ イノベーション、研究開発マネジメント及びプロジェクトマネジメント関係の実践

的研究発表として、セミナー、学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機
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構自身として第２期中期目標期間中に１００本以上の発表を行う。 

・ 技術経営力に関する各界有識者のネットワークを活用し、機構の事業実施者に対し、

知的財産の適切な管理・運営、国際標準化の取組を含む技術経営力の強化に係る助

言を行う。 

・ 研究開発マネジメントのノウハウ等の成果を、社会人向け公開講座等を活用して、

企業の技術開発部門や企画部門の担当者等に発信する。 

・ ベンチャー企業等を対象とする事業において、事業実施者の経営能力に関する要素

を審査の過程で重視することとし、審査の過程で得られた知見を基に、技術経営力

の強化に関する助言業務の観点も踏まえ、事業実施者に対してアドバイスを行う。 

・ 研究開発と技術経営を担う人材を育成し、人的ネットワークを更に強化するための

研究拠点として、技術経営等についての「ＮＥＤＯ特別講座」を平成２１年度まで

に設置する。 

・ 事業者の技術経営力の強化に向けた業務の一環としての観点も踏まえつつ、良質な

技術シーズを発掘するため、機構の事業に対する応募に係る相談対応を毎年度２回

以上実施する。 

 

【技術分野ごとの計画】 

 

＜１＞ ライフサイエンス分野  

ライフサイエンスの進展は、ヒトゲノム解読完了により従来にも増して目覚ましいも

のがある。ポストゲノム研究における国際競争が更に激化するとともに、ＲＮＡ（リボ

核酸：タンパク質合成等に関与する生体内物質の一種）の機能の重要性等これまでの知

識体系を大きく変える画期的な科学的成果やエピジェネティクス（後天的ＤＮＡ修飾に

よる遺伝発現制御に関する研究分野）といった新たな研究分野も次々と出現している。

こうした研究成果を医薬品開発に活用した分子標的薬が徐々に出始めるとともに、個人

のゲノム情報に基づき医薬品の投与量を調整して副作用を回避する、病態に応じて医薬

品の有効性を投薬前に判断するなど、個別化医療の実現につながり始めている。 

また、バイオテクノロジーを活用した新しい医療分野として期待されている再生医療

については、皮膚、角膜、軟骨といった一部の分野において、既に臨床研究が進み現実

的な医療により近付いているとともに新たな幹細胞技術等の基礎的知見も充実してい

る。さらに、ゲノム解析コストの低下により多くの微生物・植物のゲノム解読が進展し

たことから、ゲノムの知見と遺伝子改変により有用機能を強化された微生物・植物の利

用が進んだ。この結果、バイオプロセスによる多様な有用物質（抗体等のタンパク質医

薬品、化成品等）の生産が可能となりつつある。  

 第２期中期目標期間においては、我が国で今後本格化する少子高齢社会において、健

康で活力に満ちた安心できる生活を実現するため、健康・医療基盤技術、生物機能を活

用した生産・処理・再資源化プロセス技術等の課題について重点的に取り組むこととし、

以下の研究開発を推進するものとする。 

 

①健康・医療基盤技術 

健康・医療基盤技術に関しては、創薬分野及び医療技術分野に取り組む。 
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・ 創薬分野 

治験コストの増大、大型医薬の特許切れ、市場のグローバル化等を背景として、十分

な開発投資に耐え得る企業規模を求め、合併による業界再編が急速に進んだ。また、進

展著しいライフサイエンス分野の知見を活用した新たな創薬コンセプトの創造や創薬

支援ツールの開発など、創薬プロセスにおけるベンチャー企業（特に米国）の存在感が

増すとともに、治験支援を行う企業の成長など、自前主義から分業化へと創薬プロセス

の大きな変革の中にある。 

第２期中期目標期間中においては、欧米の大手製薬企業といえども急速に進展するポ

ストゲノム研究開発を全て自前でまかなうことは難しい状況にあることから、最先端の

研究成果を積極的に取り込むとともに、これまでに蓄積した遺伝子機能情報等の基盤的

知見、完全長ｃＤＮＡ（タンパク質をコードする配列に対応したＤＮＡ）等のリソース

及び解析技術を十分に活用し、製薬企業のニーズを踏まえ、生体内で実際に機能してい

るタンパク質複合体を解析する技術、Å単位で生体分子の３次元構造を解析する技術、

研究用モデル細胞の創製等により、創薬プロセスの高度化・効率化を一層進める。加え

て、機能性ＲＮＡ、糖鎖、エピジェネティクス、幹細胞等、ライフサイエンスの急速な

進展による知識体系の変化に機動的に対応し、産業界の意見を吸い上げ、産業技術につ

ながる的確な技術シーズへの対応を行い、疾患や発生・分化など細胞機能に重要な働き

を示す生体分子を十個以上解析し、新たな創薬コンセプトに基づく画期的な新薬の開発

や新たな診断技術の開発等につなげる。また、基礎研究の成果をいち早く臨床現場に繋

げるため、医療上の重要性や、医療産業、医療現場へのインパクトの大きな技術開発課

題に対し、関係各省との連携と適切な役割分担の下に橋渡し研究を推進し、その中で新

規創薬候補遺伝子５０個以上を同定する等、技術の開発と円滑な普及に向けた取組を行

う。 

・ 医療技術分野 

診断・治療機器の国内外における日本製品のシェア等について、大きな変動はないも

のの、内視鏡や超音波関連の技術や機器の国際競争力は技術的に優位である。高齢化の

進展する日本においては、充実した医療による国民の健康の確保及び患者のＱＯＬ（生

活の質）の向上が重要な課題となる。 

第２期中期目標期間は、厚生労働省を始め関係省庁との連携の下、これまでに蓄積し

た知見を基に診断機器や低侵襲治療機器の開発、標準化等成果普及のための環境整備に

取り組み、早期医療の実現、再生医療の実用化を目指す。また、診断・治療機器の一体

化や高機能化、更にはナノテクや情報通信等の先端技術との融合を図り、新たな「医薬

工連携」領域となる基盤構築を進める。具体的には、分子イメージング機器開発では、

高精度な工学技術や手法、新規診断薬開発等を融合することにより、悪性腫瘍等の早期

診断を目指す。この開発では、空間分解能１ｍｍ以下のＤＯＩ検出器（深さ方向の放射

線位置検出器）を用いた近接撮像型部位別ＰＥＴ装置（乳房用プロトタイプ）の開発な

どを目標とする。また、薬剤と外部エネルギーの組み合わせによる画期的な低侵襲治療

システムを目指すＤＤＳ研究開発、より低侵襲かつ安全な手術を可能とする診断治療一

体型手術支援システムの開発等を進める。ＤＤＳ研究開発では、従来型光増感剤の１／

１０の濃度、及び１／１０の光エネルギー密度で従来型光線力学療法（ＰＤＴ）と同等

以上の抗腫瘍効果を達成する光線力学治療システムの開発などを目標とする。さらに、
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再生医療分野では心筋、運動器等組織の構築を目指すとともに、製造プロセスの有効

性・安全性にかかる評価技術開発や、これら技術のＪＩＳ化を通じてＩＳＯ等への国際

標準への提案を行う。この開発では、細胞厚みを１μｍの精度で非侵襲的・継続的に計

測する間葉系幹細胞の一次培養プロセスの計測・評価装置の開発などを目標とする。 

また、加齢や疾病等によって衰えた身体機能を補助できる社会参加支援機器等の研究開

発を行う。加えて、医療・福祉の現場にそれらの技術が円滑に導入されることを支援す

るためのデータ提供等や、機械操作等人間の行動特性に適合させた製品技術に関する研

究開発等を行う。 

福祉用具の実用化開発については、第２期中期目標期間中に、広く社会への普及啓発

を図るため、助成事業終了後、その開発成果について、年間５事業者以上を展示会等の

イベントを通じて広く社会へ紹介すること等を行う。 

 

②生物機能を活用した生産・処理・再資源化プロセス技術 

近年、原油価格の急騰などによる資源枯渇に対し、化成品等の化石資源由来物質の価

格高騰が予想されている。さらに、地球環境問題より、以前にも増して化石資源に依存

しない環境負荷の少ない化成品等の製造プロセスの確立や、処理システムの確立が求め

られている。すなわち、生物機能を利用したいわゆる循環型産業システムの実現が強く

望まれるようになってきている。 

第２期中期目標期間中には、集約されつつある微生物、植物等に対しての基盤技術に

関する知見を基に、生物機能を利用した有用物質の生産基盤技術を構築するため、微生

物機能を活用した高度製造基盤技術や、植物を利用した工業原料生産技術開発に注力し、

更なる技術の高度化、実用化を図る。具体的には、例えば、高性能宿主細胞創製技術に

ついて生産性をプロジェクト開始時（平成１８年度世界最高値）の２倍以上とすること、

工業原材料生産代謝系の前駆体及び有用代謝物質が従来の１．２～２倍程度に増量され

たモデル植物を作出すること等を目標とする技術開発を行う。これら生物機能の利用に

ついては、食料、エネルギー等物質生産以外の分野との共通課題もあるため、新たな産

業分野での生物機能活用や省庁連携も視野に入れた研究開発を行う。また、循環型産業

システムの実現のため、微生物群の機能を活用した高効率型環境バイオ処理技術開発を

行い、生物機能の高度化による廃水・廃棄物の高効率化処理システムの実用化を目指す。 

 

＜２＞ 情報通信分野  

誰もが自由な情報の発信・共有を通じて、個々の能力を創造的かつ最大限に発揮する

ことが可能となる高度な情報通信（ＩＴ）社会を実現するとともに、我が国経済の牽引

役としての産業発展を促進するため、技術の多様性、技術革新の速さ、情報化に伴うエ

ネルギー需要の増大といった状況も踏まえつつ、高度情報通信機器・デバイス基盤関連

技術、新製造技術、ロボット技術、宇宙産業高度化基盤技術等の課題について、引き続

き重点的に取り組むこととし、以下のような研究開発を推進するものとする。 

 

①高度情報通信機器・デバイス基盤関連技術 

電子・情報産業は、高度情報通信社会の構築にあたって中核となる産業であり、我が

国の経済を牽引する産業の一つと言える。当該分野は、技術の多様化、技術革新の早さ
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といった特徴を有しており、欧米諸国に加えアジア諸国も巻き込んだ厳しい国際競争が

展開されている。 

電子・情報産業を取り巻く環境としては、近年、情報ネットワークが拡大し、ユビキ

タス環境が進展している。また、国際競争は一層の激化を見せており、国内外の産業再

編も進展している。さらに、地球温暖化対策としてＩＴ機器の低消費電力化や安全・安

心の観点からのＩＴの役割、少子高齢化時代におけるＩＴによる生産性向上・成長力維

持の必要性が増大している。 

第２期中期目標期間においては、これらの外部環境の変化を踏まえ、今後も「高度情

報通信社会の実現」と、「ＩＴ産業の国際競争力の強化」を二大目標とし、高機能化（高

速化、高信頼化、大容量化、使いやすさ向上等）、省エネルギー化、生産性の向上とい

った各分野に共通の重要課題に取り組む。 

（１）半導体分野 

 半導体の微細化は第１期中期目標期間に引き続き、世界的に基本的潮流であるものの、

設備投資・研究開発投資の巨額化や微細化に伴う製品歩留まり・生産性の低下が懸念さ

れており、総合生産性向上への取組は不可欠である。他方、半導体製品の更なる性能向

上を図る上で、二次元的な微細化のみならず、もう一つの競争軸として三次元立体化に

向けた世界的な取組が活発化している。三次元立体化技術は我が国に優位性のある技術

であるが今後各国との競争は熾烈化していくことが予想される。 

 第２期中期目標期間中には、引き続き微細化限界に挑戦し、ｈｐ３２ｎｍ（ｈｐ：ｈ

ａｌｆ ｐｉｔｃｈ，回路配線の幅と間隔の合計の１／２）に対応する材料・プロセス

基盤や設計技術等を確立するとともに、三次元化技術への新たな取組等に挑戦し、微細

化・三次元化の手段等による半導体性能の向上を図る。 

（２）ストレージ・メモリ分野 

メモリについては、低消費電力化、大容量データの蓄積など、情報家電の進展により、

不揮発性メモリの必要性が増している。このため、従来型の揮発性メモリ（ＤＲＡＭ等）

と比べ、不揮発性メモリ（フラッシュメモリ）の市場が大きく増加しており、さらに、

複数の新規不揮発性メモリの研究開発が活発化している。 

ストレージについては、情報家電・モバイルＰＣ向けの中小型（２．５インチ以下）

高密度ＨＤＤを中心に市場が拡大するとともに、国際的な業界再編等により高密度化技

術競争が激化している。 

以上のことから、ストレージ・メモリ分野は引き続き国際競争力の維持・強化を図っ

ていくことが必要である。 

第２期中期目標期間中には、メモリについては、不揮発性メモリＭＲＡＭ（Ｍａｇｎ

ｅｔｏｒｅｓｉｓｔｉｖｅ Ｒａｎｄｏｍ Ａｃｃｅｓｓ Ｍｅｍｏｒｙ，磁気抵抗メ

モリ）の更なる性能向上を目指し、大容量化・高速化のための技術開発に取り組む。具

体的には、第１期中期目標期間に開発したＭＲＡＭのメモリ容量に比べて１０倍以上の

高集積化を可能とするスピンＲＡＭ（電子スピンの特徴を利用したＭＲＡＭ）技術等を

確立する。 

ストレージ（ＨＤＤ）については、記録密度の向上及び省電力性の追求のための技術

開発等に取り組む。 

（３）コンピュータ分野 
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コンピュータ分野においては、ユビキタス化の進展に伴い、コンピューティング機器

の小型化・多様化・分散化が進展し、組み込みコンピュータやサーバシステムの市場が

拡大している。また、ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ Ｕｎｉｔ，中

央演算処理装置）、サーバシステムの高性能化の追求から、低消費電力化と電力対性能

比の改善へと競争軸が変化している。さらに、システムの信頼性向上や開発効率の向上

も求められている。 

第２期中期目標期間中には、信頼性・セキュリティ、開発効率の向上に寄与する技術、

３０ＧＯＰＳ／Ｗ（Ｇｉｇａ Ｏｐｅｒａｔｉｏｎ Ｐｅｒ Ｓｅｃｏｎｄ／Ｗ）程度

の電力対性能比を実現するマルチコア技術の開発等に取り組む。 

（４）ネットワーク分野 

通信ネットワークの状況を見ると、トラヒックはますます増大し、既存ルータの機能

的限界が顕在化している。また、データセンタにおいて要求される処理能力の高まり及

び消費電力の急増といった問題が顕在化している。 

第２期中期目標期間中には、第１期中期目標期間において確立した革新的光デバイス

技術等を基礎として、エッジルータ機器については信号処理速度４０Ｇｂｐｓ以上、Ｌ

ＡＮ－ＳＡＮシステムについては伝送速度１６０Ｇｂｐｓ伝送を可能とする高効率ネ

ットワーク機器・システムの実現に向けた研究開発等に取り組む。 

（５）ユーザビリティ分野 

ＩＴ情報機器関連では、近年、ますますインターネット・ブロードバンドが浸透する

とともに、携帯情報端末が普及し、ユビキタス社会化が進展している。これに伴い、セ

キュリティの確保など安全・安心を中心とした新たな社会的課題が登場してきている。 

ディスプレイ関連では、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）、プラズマディスプレイ（ＰＤ

Ｐ）が引き続き薄型平面ディスプレイ（ＦＰＤ）市場の主流をなしており、韓国・台湾

との競争が激化している。これからの大画面ＦＰＤについては、高精細化・高画質化・

低消費電力化などの高付加価値機能搭載、薄型化が進むと考えられる。有機ＥＬについ

ては、小型ディスプレイ搭載デバイスが既に事業化されており、市場は今後も堅調に拡

大する見通しであるが、大型化に向けては開発リスクの高い技術課題が残されている。 

第２期中期目標期間中には、ＩＴ情報機器関連では、コンシューマ、ビジネスユーザ

からサービス提供業者までを含め、ユビキタス社会において、ＩＴ機器を活用するため

のインタフェース技術やセキュリティ技術等の「人中心型利用技術」の開発を推進する。 

ディスプレイ関連では、第２期中期目標期間中に、大画面・高精細・高画質でありなが

ら従来比（２００６年度時点）１／２以下の低消費電力化を実現するＬＣＤ技術、新た

なパネル材料を用いて年間消費電力量を従来比（２００６年度時点）２／３以下にでき

るＰＤＰ技術の開発等を推進する。また、ＬＣＤ・ＰＤＰを性能面で上回る大型有機Ｅ

Ｌディスプレイの開発等を推進する。 

 

②新製造技術【後掲】 

 

③ロボット技術【後掲】 

 

④宇宙産業高度化基盤技術 
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宇宙開発は研究開発中心から利用・産業化の時代に移行しつつあるが、当該分野にお

ける中国やインドの急速な台頭もあり、国際競争は一層激化している。 

第２期中期目標期間においては、国内産業全般への幅広い波及効果を狙い、宇宙の産

業利用促進のための基盤技術（リモートセンシング技術等）、及び、宇宙機器産業の国

際競争力強化のための基盤技術（小型化・即応化・軽量化・高機能化・低コスト化・短

納期化技術、民生部品の宇宙転用技術、ロケット設計合理化技術、高信頼性化技術等）

の開発を行う。例えば民生部品の宇宙転用技術については、第２期中期目標期間中に、

宇宙実証衛星への適用数を３０種以上とすること等を目標とする。 

 

＜３＞ 環境分野 

平成１７年２月の京都議定書の発効を受け、温室効果ガスの排出抑制の一環として地

球温暖化係数の低いフロン代替物質の工業的合成技術開発、ノンフロン化の技術開発を

実施してきた。これらの技術開発及び成果普及を通じて、地球温暖化対策推進大綱での

目標である９５年比で＋２％以下の削減目標を達成できることが明らかとなり、さらに

京都議定書目標達成計画では＋０．１％以下という厳しい目標を掲げられた。 

また、３Ｒ分野では、循環型経済社会システムの構築に向け、着実な改善が見られる

等対策の効果が現れてきている。 

第２期中期目標期間中においては、環境保全を図りつつ資源・エネルギーの効率的利

用を促進する持続可能な社会構築を実現するとともに、健康の維持や生活環境の保全を

図り将来にわたって生活基盤と産業基盤を両立させていくことを目指して、温暖化対策

技術、３Ｒ関連技術、輸送系低環境負荷技術等の課題に重点的に取り組むため、以下の

研究開発等を推進する。 

 

①フロン対策技術 

代替フロンについては、より厳しい排出削減目標値を設定されており、温室効果の低

い物質の開発とともに、その普及や代替フロン等３ガスの排出抑制設備の導入・実用化

支援事業等、京都議定書第１約束期間の目標達成に直接貢献することが求められている。 

第２期中期目標期間では９５年比で代替フロン等３ガスを＋０．１％以下にするとい

う目標達成に貢献するべく、温室効果の低いフロン代替物質の合成技術の開発成果等の

一層の普及に力を注ぐとともに、冷凍空調分野、断熱材分野でのノンフロン化の技術開

発を促進し、京都議定書第１約束期間のみならずポスト京都議定書を見据えたフロン排

出削減技術開発事業を展開する。さらに、我が国が開発した効率の良い温室効果ガス排

出削減技術の海外移転を促進し、我が国が地球規模での地球温暖化対策防止に貢献でき

るようリーダーシップを発揮することを目指す。 

 

②３Ｒ関連技術 

３Ｒ関連技術分野においては、主に最終処分量削減技術、有用資源回収利用技術等の

開発に取り組むことにより、資源生産性の向上等の政策目標の達成が求められていると

ころである。 

第２期中期目標期間においては、従来の最終処分量削減、有用資源回収利用の下流工

程を中心とした対策に加え、国際的な技術普及という観点も踏まえ、枯渇性資源及び地
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球温暖化・省エネに関する上流工程での対策や、資源・エネルギーの有効利用、環境リ

スクの低減等を考慮した流域圏水再生循環システムの実現に必要な対策等に向けた技

術課題の整理及び必要に応じた技術開発等の取組を行う。 

 

③化学物質のリスク評価・管理技術 

人の健康や生態系に有害な化学物質のリスクを最小化するため、化学物質のリスクの

総合的な評価を行いつつ、リスクを評価・管理できる技術体系を構築する。 

近年、シックハウス症候、化学物質過敏症が大きな社会問題となってきた。今後は化

学物質の製造、利用、廃棄段階などのライフサイクルにわたる適切な管理が潮流となっ

てきている。一方、海外では欧州のＲＥＡＣＨ（化学物質の登録、評価、認可及び制限

に関する規則）、ＲｏＨＳ（電気電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限に関する

指令）規制の導入を始め、中国等においても同じような化学品規制が始まろうとしてい

る。また、国内の産業では、アスベスト飛散による健康被害が報告されている。このよ

うに、従来にはない新たな化学品を巡る課題が明らかになってきた。 

今後、化学物質の管理に関する国内外の規制は、ハザードベースの規制から、企業の

自主管理促進・リスクベースの管理に移行すると見込まれる。また、ＥＵでは２０１２

年から化粧品開発での動物実験が禁止になる等、動物愛護の傾向がますます高まってい

る。 

このため、第２期中期目標期間中においては、企業の自主管理促進と化学物質開発の

効率化を促進するため、化学物質の安全性を低コストで簡易かつ迅速に評価できる新し

い手法の開発を行う。具体的には、構造活性相関手法に関する５００物質以上の化学物

質の既知の反復投与毒性データ等のデータベースの構築と有害性を予測するシステム

の開発等を行う。その際、ＯＥＣＤ試験ガイドライン等の国際標準化を目指した技術開

発を行う。また、化学物質のライフサイクルにわたるリスク等を評価する手法の開発、

アスベストの簡易計測・無害化処理技術等の開発、実用化を進める。具体的には、５つ

の用途群（洗浄剤、プラスチック添加剤、溶剤・溶媒、金属類及び家庭用製品）を対象

としたリスクトレードオフ評価書の作成、アスベストに関する処理量５ｔ／日以上の無

害化処理、再資源化技術開発等を行う。さらに、有害化学物質を原料やプロセス中の中

間体として使用しない等の代替技術、新規化学プロセス等を活用した環境負荷低減技術

等を開発する。 

 

④燃料電池・水素エネルギー利用技術【後掲】 

 

⑤民間航空機基盤技術 

環境負荷低減、運航安全性向上等の要請に対応した民間航空機及びエンジンに関する

基盤技術力の強化を図るため、環境適応型の小型航空機を対象とした、操縦容易性の実

現による運航安全性の向上等を可能とする技術の開発及び飛行試験を含む実証や、エネ

ルギー効率を向上させて直接運航費を現行機種よりも１５％向上し、かつ窒素酸化物排

出量でもＩＣＡＯ２００４規制値に対して５０％削減する等環境適合性に優れた小型

航空機用エンジンの実用化に向けた技術開発等を実施する。 
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＜４＞ ナノテクノロジー・材料分野 

我が国の材料技術は、過去数十年にわたる多くの研究者、研究機関のたゆまぬ取組と

研究成果の蓄積により、基礎研究から応用研究、素材、部材の実用化に至るまで全ての

段階において世界のトップレベルを堅持しており、我が国製造業の国際競争力の源泉と

なっている。 

ナノテクノロジー（物質の構造をナノレベルで制御することにより、機能・特性の向

上や新機能の発現を図る材料技術等）についても、１９８０年代に世界に先駆けて技術

の斬新性と重要性を認識して研究に着手したこともあって、現時点において世界トップ

レベルにある。特に、カーボンナノチューブや酸化チタン光触媒などに代表されるナノ

材料の研究が全体を牽引していることが我が国のナノテクノロジーの特徴の１つであ

り、いわば材料技術の強みがナノテクノロジーの強みの源泉となっている 

また、材料技術においては、ナノメートル（１０－９ｍ）の領域にまで踏み込んだ組

織制御・合成技術と、高分解能電子顕微鏡などの高精度分析・計測・解析技術を両輪と

して、更に進化し続けている。 

このように、我が国のナノテクノロジーや材料技術は、研究開発の成果を製品に仕上

げるものづくり技術によって支えられており、ナノテクノロジーと材料技術の融合やも

のづくり技術との相互連関こそが、我が国の科学技術の強み、あるいは技術の特徴とな

っている。 

一方、２０００年以降、欧米ではナノテクノロジーの研究開発を国家戦略として政策

的に推進してきており、情報通信、環境、ライフサイエンス等の分野においてナノテク

ノロジーと融合した研究開発が進展している。また、中国、韓国を始めとしたアジア諸

国もこれに追随しており、ナノテクノロジー・材料分野における科学技術力が急速に向

上している。これらアジア諸国はいずれも、当該分野で科学技術の国際競争力を確保し

ようとしている。 

このような背景の下、広範な科学技術の飛躍的な発展の基盤となる技術を確立するた

め、川上、川下の連携、異分野異業種の連携による技術の融合を図りつつ、ナノテクノ

ロジー、革新的部材創製技術等の課題について重点的に取り組むこととし、以下のよう

な研究開発を推進するものとする。 

 

①ナノテクノロジー 

２１世紀の革新的技術として、情報通信、環境、バイオテクノロジー、エネルギー等

の広範な分野の基盤技術である材料技術を根幹から変貌させることが期待されるナノ

テクノロジーの基盤技術を構築し、川上・川下の連携による早期の実用化を図る。さら

に、ナノテクノロジーは広範な産業分野にまたがる基盤技術であることから、縦方向の

連携だけでなく、ナノバイオ・ナノＩＴ・環境ナノ等の、複数の技術領域の組合せや横

への広がりを持った異分野・異業種の連携による技術の融合を図り、新たな産業分野の

創出・イノベーション等を実現する。具体的には、第２期中期目標期間中に異分野・異

業種の連携による研究テーマを１０件程度実施し、ナノテク関連テーマの早期の実用化

等の促進に努める。具体的研究テーマでは、第２期中期目標期間中に、ナノカーボン１

０ｗｔ％添加複合ポリエチレンで弾性率２０％向上（ポリエチレン比）、摩耗量低減１

０％（ポリエチレン比）を実現し材料の高度化を図るとともに医工連携により高耐久性
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人工関節部材への適用等を目指す開発等を行う。 

 

②革新的部材創製技術 

現在及び将来において我が国経済を牽引していく産業分野において、競争力を発揮し

世界で勝ち抜いていくために、資源、エネルギー等の制約に対応した持続可能性も踏ま

えつつ、多様な連携（川上・川下産業の垂直連携、材料創製・加工との水平連携）によ

る研究開発を推進する。これにより、当該市場のニーズに応える機能を実現する上で不

可欠な高品質・高性能の部品・部材を適時に提供するとともに、提案することができる

部材の基盤技術を確立する。また、得られた研究開発の成果については、知的基盤整備

又は標準化等との連携を図り、早期普及・実用化を目指す。具体的には、例えば、第２

期中期目標期間中に、２０μｌ／本・分の噴出速度、２０万本のノズルに相当する機能

を有する大型電界紡糸装置基盤技術や現状と比較して紫外光活性２倍、可視光活性１０

倍の光触媒の高感度化等の開発を行う。 

 

＜５＞ エネルギー分野【後掲】 

 

①燃料電池・水素エネルギー利用技術【後掲】 

②新エネルギー技術【後掲】 

③省エネルギー技術【後掲】 

④環境調和型エネルギー技術【後掲】 

 

＜６＞ 新製造技術分野 

我が国産業の根幹を成す製造業の強みは、川上（素材、原材料）、川中（材料・部品・

装置）、川下（最終製品）の分厚い産業集積にあり、それらの連携・融合を通じた擦り

合わせ等の製造技術が国際優位性を維持・強化し、経済発展の源泉となっている。 

しかし、近年我が国は、急速に少子化・高齢化が進み人口減少社会に突入している。

また、中国、韓国等の技術力向上に伴うコスト競争、ＢＲＩＣｓ諸国の経済発展による

資源の大量消費と環境問題等が生じている。このように、我が国を取り巻く情勢・環境

は大きく転換してきている。 

我が国の産業競争力を強化し、ものづくりナンバーワン国家を目指すためには、これ

まで以上に高付加価値製品・技術を創出し、省資源、省エネルギー、環境低負荷等を実

現する効率的な製造プロセスを確立することが喫緊の課題となっている。 

第２期中期目標期間においては、持続可能な成長維持と国際競争力の強化を実現し、

ものづくりナンバーワン国家を目指す。このため、環境、省エネルギー等に配慮した分

野横断的・共通基盤的な製造技術の整備・強化に向けてユーザーの指向に則した製造技

術の高度化及び革新的な新技術の創出に取り組むこととし、以下のような研究開発を推

進する。 

 

①新製造技術 

我が国の製造業の強みは高性能電子部品・デバイスの小型化・省エネルギー化技術及

び設計、擦り合わせ等の製造プロセスの効率化技術にあり、機構はこれら技術の高度化
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と新たな産業創成を行ってきた。 

しかし、２００７年問題を始めとした３つの制約（資源・環境・人口）を克服し、今

後も激化する製造分野の国際競争を勝ち抜くためには、我が国の強みである「ものづく

り」を更に強くし、持続可能な成長維持を実現させる技術戦略が不可欠である。 

このため、第２期中期目標期間においては、マイクロナノ製造技術を用いて様々な機

能・用途を持つ高付加価値ＭＥＭＳ（微小電気機械システム）の開発及び我が国のもの

づくり力を結集してＭＥＭＳを含む製造プロセスの更なる省エネルギー化及び環境低

負荷化等を推進する。具体的には、第２期中期目標期間中に新しい機能を提供する世界

初のＭＥＭＳデバイスを４種類以上開発し、製造プロセスの省エネルギー化及び環境低

負荷化に貢献する。さらに、第２期中期目標期間中に、新製造分野における人材育成、

設計・開発支援等を目的とした知識データベースを２種類以上（総登録データ数１００

０件以上）開発するとともに、企業独自の技能・ノウハウを体系化し、後継者に伝授す

るシステム技術等の開発を行う。 

 

②ロボット技術 

我が国のロボット技術は世界トップレベルにあるが、近年我が国において少子高齢化

や女性の社会進出の進展に伴い、製造現場での労働者不足、高齢者増加に伴う福祉・介

護サービスの拡充、家事等の代替を担うには至っていないのが現状である。 

このため、第２期中期目標期間においては、製造現場や家庭環境等の様々な環境にお

ける課題を解決するロボット技術の基盤整備及び実用化推進を行う。具体的には、第２

期中期目標期間中に、ロボット開発の効率化・低コスト化につながるロボットモジュー

ルを１２種類以上開発する。また、製造現場や家庭環境等での導入を目指した７種類以

上の次世代ロボットのプロトタイプの開発等を行う。 

 

＜７＞ 各分野の境界分野・融合分野及び知的基盤研究分野 

「第３期科学技術基本計画」においては、異分野間の知的な触発や融合を促す環境を

整えることや、新興領域・融合領域へ機動的に対応しイノベーションに適切につなげて

いくことの重要性が提唱されており、従来の技術区分にとらわれない更なる境界分野・

融合分野における取組を進めることが必要である。 

このため、第２期中期目標期間においては、急速な知識の蓄積や新知見の獲得によっ

て、異分野技術の融合や新たな技術領域が現れることを踏まえ、従来の取組を更に強化

し、生涯健康や安全・安心等を中心とした社会ニーズや社会的貢献の実現を視野に入れ

つつ、上記のライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料及びエネル

ギー等の境界分野及び分野を跨ぐ技術の融合領域における研究開発を推進する。 

また、社会ニーズを把握・意識しつつ、安全・安心な社会構築に配慮した知的基盤整

備のための研究開発を推進する。 

 

（２）新エネルギー・省エネルギー関連業務等 

近年の中国・インドを始めアジア諸国の高い経済成長を背景とした世界のエネルギー

需要の増加見通し、間近に迫った京都議定書第一約束期間及びポスト京都議定書の議論

が活発化の動きがある一方で、ドイツの太陽光発電導入量が平成１７年度において日本
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を抜いて世界一となり、また、米国における平成１９年１月のブッシュ大統領の年頭演

説におけるバイオマスエタノールの積極的導入方針の明確化などのエネルギーを巡る

政策の激変も起きている。 

こうした中、我が国では、中国、インド等アジアを中心とする諸国とのエネルギー・

環境協力の動きを活発化させる一方で、平成１９年５月には「世界全体の温室効果ガス

排出量を現状に比して２０５０年までに半減する」という全世界に共通する長期目標を

含めた「Ｃｏｏｌ－Ｅａｒｔｈ－エネルギー革新技術計画」をとりまとめているところ

である。 

これらの情勢を踏まえ、機構は、我が国産業競争力の強化を果たしつつ我が国のエネ

ルギー安定供給確保と地球温暖化問題の課題解決に貢献するとともに、アジア地域を始

めとする世界のエネルギー・環境問題の課題解決にも適切な貢献を果たしていくことを

念頭に置き、我が国の新エネルギー・省エネルギーの２０１０年度目標及び京都議定書

目標達成計画の達成のための短期対策を加速的に実施することと、２０３０年度を目処

とした我が国エネルギー戦略の達成や地球温暖化問題の究極の目的達成に貢献するこ

とを視野に入れた中長期対策を着実に実施すること等のため、新エネルギー・省エネル

ギーにおける政府として重点的に取り組むべき分野の技術開発、実証試験及び導入普及

の各業務、石炭資源開発業務等を戦略的・重点的に推進する。 

これらの業務の推進を通じ、エネルギー関連施設の立地条件、技術進歩による設備能

力向上、政府予算の状況その他適当な条件を加味した上で、国内における第１期中期目

標期間の温暖化ガスの排出抑制効果と遜色のないレベルの排出抑制を図る。 

なお、新エネルギー・省エネルギー導入普及業務においては、石油代替エネルギーの

開発及び導入の促進に関する法律（昭和５５年法律第７１号）及びエネルギーの使用の

合理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号）に基づき定められた目標の達成状況を

踏まえつつ、すべての事業について、第２期中期目標期間中に継続の必要性や事業成果

について検証し、必要性や成果が乏しい事業については廃止する。また、継続実施する

事業及び新たに実施する事業については、必ず終期を設定する。 

また、新エネルギー・省エネルギー導入普及業務における実施者ごとの個別の案件の

実施期間について、原則２年以内とし、２年を超える場合には、事業ごとに技術的専門

家から構成されることとなる委員会によって事業実施期間を設定する。ただし、設備・

機器の生産や設置工事等の関係であらかじめ定めた事業実施期間内での完了が困難な

場合は、有識者から構成されている審査委員会の審査を受けて事業実施期間を延長する。 

なお、災害時における石油の供給不足への対処等のための石油の備蓄の確保等に関す

る法律等の一部を改正する法律（以下「災害時石油安定供給法」という。）に基づき、

新エネルギー・省エネルギー関連業務等のうち、石炭資源開発業務及び地熱資源開発業

務は廃止し、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（以下「ＪＯＧＭＥＣ」と

いう。）が承継する。 

 

【技術分野ごとの計画】  

 

＜１＞燃料電池・水素エネルギー利用技術分野 
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①技術開発／実証 

燃料電池は、エネルギー効率が高く、ＣＯ２排出抑制に資するなど環境負荷が低いこ

とに加え、エネルギーセキュリティの向上、産業競争力の強化や新規産業の創出等の観

点からも重要な技術分野であり、その政策的位置付けはますます重要になっている。第

３期科学技術基本計画における戦略重点科学技術の一つとして「先端燃料電池システム

と安全な革新的水素貯蔵・輸送技術」が位置付けられ、新国家エネルギー戦略において

は運輸エネルギー次世代化として燃料電池自動車に関する技術開発の推進が必要とさ

れている。また、新経済成長戦略においては世界をリードする新産業群創出のための戦

略分野の一つとして燃料電池が位置付けられ、さらに、経済成長戦略大綱において、新

産業創出の分野として燃料電池及び次世代自動車向け電池が位置付けられるとともに、

運輸エネルギーの次世代化のために燃料電池自動車を含む次世代クリーンエネルギー

自動車の技術開発と普及促進の必要性が挙げられている。 

第２期中期目標期間においては、燃料電池自動車、定置用燃料電池等の早期の実用

化・普及に資するため、技術開発、安全・基準・標準化及び導入支援・実証研究等を一

体的に推進する。具体的には、燃料電池自動車、定置用燃料電池等の早期の実用化・普

及に向け、固体高分子形燃料電池及び固体酸化物形等の燃料電池の研究開発並びに燃料

電池自動車、電気自動車、プラグインハイブリッド車等に資する蓄電池システム等関連

技術の研究開発を実施し、効率向上、信頼性・耐久性向上及びコスト低減を図る。第２

期中期目標期間中には定置用燃料電池で発電効率３２％（ＨＨＶ，高位発熱量）、耐久

性４万時間、自動車用燃料電池で車輌効率５０％（ＬＨＶ，低位発熱量）、耐久性３，

０００時間の見通しが得られる技術基盤確立等を目標とする。 

また、水素エネルギーの本格的利用に向け、水素の製造・輸送・貯蔵及び水素インフ

ラストラクチャ等の研究開発を実施し、効率向上、信頼性・耐久性向上、小型化及びコ

スト低減等を図る。あわせて、技術開発課題の抽出、安全性・信頼性等の確認、基準・

標準の制定・見直し及び社会的認知・受容の推進等のために必要な普及基盤整備及び実

証研究・試験等を実施する。また、今後の導入普及状況を踏まえ、その時期に応じた適

切な業務を国の方針を踏まえつつ実施する。 

  

＜２＞新エネルギー技術分野 

 新エネルギーは、これまで主として経済性の面での制約があることから普及が難しい

とされてきたが、近年、技術革新や導入支援策等により、経済性の制約は大幅に緩和さ

れており、太陽光発電に代表されるように世界的に見てもその導入が飛躍的に増大して

いるところである。また、世界全体で環境・エネルギー問題への関心が高まる中、新エ

ネルギー等の導入拡大、エネルギー効率の飛躍的向上及びエネルギー源の多様化に資す

る新エネルギー技術の重要性は、これまで以上に高まっている。このため、短期及び中

長期の対策を視野に入れ、アイディア発掘を含めた新エネルギー技術開発・実証及び導

入普及業務等を推進する。 

 

①技術開発／実証 

技術開発／実証については、以下の分野を中心として実施する。 

・太陽光 
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技術開発に関し、ヨーロッパ、特にドイツにおける太陽光発電産業の急速な伸びがあ

り、累積導入量ではドイツが日本を抜いて１位となった。また、半導体産業の成長に加

え、太陽電池需要の大幅な伸びにより、世界的なシリコン材料不足が顕在化した。 

第２期中期目標期間においては、シリコン需給がますます不透明な状況となるものと

予想されるため、太陽光発電の継続的な普及拡大のためには、非シリコン、省シリコン

型の太陽電池の重要性は更に高まるものと考えられる。これを踏まえ、非シリコン、省

シリコン型の太陽電池で６～１６％のモジュール変換効率等を目指し、これら太陽電池

の低コスト化・高効率化等の太陽光発電システムに係る研究開発を推進し、将来、太陽

光発電が我が国のエネルギー源の一翼を担うよう、その普及拡大を図る。 

実証に関し、２０１０年度における導入目標達成に資するため、太陽光、太陽熱の利

用設備について、更なる普及に向けた機器の性能向上・コスト低減がいよいよ求められ

てくる。 

第２期中期目標期間においては、更なる普及の推進対策として、太陽光及太陽熱フィ

ールドテスト事業について、コスト低減を促す仕組みを設け、今後の利用の着実な普及

を目指す。また、得られた成果や知見が効果的に広く国民に情報提供できるよう、普及

啓発活動を推進する。 

・風力発電 

２０１０年度における導入目標達成に向け、風力発電技術や系統連系技術が重要とな

っている。 

第２期中期目標期間においても、風力発電導入に係る技術開発等を実施するとともに、

新たに風力発電に対する我が国特有の課題克服や洋上風力発電導入に向けた技術開発

等に着手する。 

・バイオマス 

技術開発に関し、平成１９年１月の米国ブッシュ大統領の年頭演説における今後１０

年でガソリン消費量を２０％削減するとの発表により、バイオエタノールを積極的に導

入する方針を明確にしたことを受け、それらの燃料開発や資源確保の動きが世界的に加

速されるといった大きな変化があった。かねてより、機構において実施してきた液体燃

料化技術では、機構の研究開発成果により廃木材からの商用エタノール製造プラント

（米国、３万ｋｌ／年）が世界に先駆けて実用化される見込みであるが、こうした環境

変化を踏まえ、食料事情と競合せず国内賦存量の豊富な木質等のセルロース系バイオマ

ス（農業残さ含む）由来の液体燃料製造技術について、更なる低コスト化を実現する研

究開発に重点化する方針を機構として明確にしたところである。 

第２期中期目標期間においては、２０１０年以降に普及が期待される革新的な技術の

実用化ニーズの高まりが見込まれる。そこで、機構の重点化の方針に基づき、セルロー

ス系バイオマス（農業残さを含む）由来の液体燃料製造技術の２０１５年～２０３０年

での導入拡大に向け、第２期中期目標期間中に３５％のエネルギー回収率を目指す研究

開発等を実施する。 

実証に関し、京都議定書目標達成計画においてバイオマスの熱利用を中心とした挑戦

的な導入目標が設定されたことを踏まえ、多種多様なバイオマスからのガス化、発酵、

直接燃焼等に係る技術実証、運用研究等を経て、食品工場や製材所等での地産地消型モ

デルを中心としたバイオマスの導入を促進し、２０１０年の導入目標の達成を確実にす



 23 

ることが必要である。 

第２期中期目標期間においては、２０１０年の導入目標の達成に向け、上記の運用研

究事業等に取り組む。さらに、２０１０年以降、２０１５年～２０３０年における導入

拡大に向け、国内賦存量の豊富な木質等のセルロース系バイオマス（農業残さ含む）か

らの液体燃料製造技術に係る研究開発成果の技術実証、運用研究等に着手する。 

・系統連系技術 

風力発電や太陽光発電等の再生可能エネルギーは、地球温暖化防止に資する貴重なエ

ネルギー源であるが、自然の影響を受けやすく出力が不安定な電源である。 

このため、第２期中期目標期間においては、このような不安定な電源の導入に不可欠

な系統連系技術の実証研究等を実施する。また、系統連系円滑化のための蓄電システム

技術開発について、２０１０年でコスト４万円／ｋＷｈ、寿命１０年の蓄電システムの

実現等を目指すとともに、これまでの実証研究等の成果を受けて、今後の導入普及やコ

スト低減に資する技術開発など系統連系技術の普及導入に資する実践的な研究開発段

階に移行する。 

・超電導技術 

イットリウム系高温超電導線材については、高性能線材、低コスト線材ともに臨界電

流値３００Ａ、線材長５００ｍを達成するなど実用化レベルに達するとともに、将来の

超電導機器開発に向けた線材としての課題である超電導特有の交流損失低減の目処も

得られている。 

第２期中期目標期間においては、実用レベルに達したイットリウム系線材の更なる性

能向上を図り、同時に、同線材を使用した次世代の高機能電力機器（２７５ｋＶ・３ｋ

Ａケーブル及び６６ｋＶ・５ｋＡケーブル、６６ｋＶ／６ｋＶ ２ＭＶＡ級変圧器、２

ＭＪ級ＳＭＥＳ要素コイル及び２ＭＶＡ／１ＭＪ級ＳＭＥＳ等）の実用化を見通した重

要な技術等を開発し、その効果を信頼性等を含めて確認する。 

 

②導入普及業務 

第２期中期目標期間においては、地球温暖化対策の追加・強化が図られる見通しであ

ることを踏まえ、以下に留意しつつ実施する。 

・ 経済原則上、導入コストの低い案件群から導入がなされていくものであることを認

識しつつ、全体として我が国のエネルギー需給構造の高度化が達成されるような案

件選定・採択を行う。 

・ 国民全体への啓発活動の重要性や公的部門における取組の重要性にも配慮し、地方

自治体やＮＰＯ等の非営利団体が実施する新エネルギー等関連設備の導入普及、普

及啓発活動、ビジョン策定活動、技術指導活動への支援を行う。 

・ 新エネルギー等の加速的な導入促進のため、先進的な新エネルギー等導入事業を行

う者に対し支援を行い、事業者レベルでの新エネルギー等の導入拡大を促す。 

・ 新エネルギー等の普及に伴い生じる課題を抽出し、有識者、事業者、地方公共団体

等の関係者と協力しつつ、課題を解決するための事業環境整備を行う。 

・ 新エネルギーの導入に係る債務保証業務については、制度の安定運用を図りつつ、

新エネルギーの導入目標達成に向けて適切な実施に努めるとともに、「独立行政法人

新エネルギー・産業技術総合開発機構の融資業務等の見直し（平成１８年１２月１
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８日）」を踏まえ、当該制度の在り方及び機構で業務を実施する必要性について、第

２期中期目標期間終了時に改めて検討し、結論を得る。 

  

＜３＞省エネルギー技術分野 

中国、インドを始めとするアジア諸国の高度経済成長を背景に、今後も世界のエネル

ギー需要の増加傾向が継続すると予想されている。一方で、エネルギー供給の中心地域

である中東地域は政治的に不安定さが増す等の状況の下、世界のエネルギー需給構造は

変化しつつあり、原油価格は過去最高水準で推移している。 

また、「世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減する」

という長期目標を我が国が世界に提案したほか、気候変動に関する政府間パネル（ＩＰ

ＣＣ）第４次評価報告書統合報告書が発表される等、所謂「ポスト京都」に向けて、温

室効果ガスの排出量削減に向けた議論が活発化している。こうした中、我が国の省エネ

ルギー技術は大きな期待を集めている。 

一方、我が国においては、京都議定書（平成１７年２月発効）の目標達成計画を策定

したものの、平成１７年度における我が国のエネルギー起源二酸化炭素排出量は基準年

比１３．６％増という状況にある。 

こうした背景の下、機構の省エネルギーに関する取組としては、温室効果ガス排出量

の大幅削減に貢献する革新技術の開発と、京都議定書目標達成計画のクリアという短期

的目標への貢献の両立が求められるようになった。 

 

①技術開発／実証 

技術開発／実証では、「新・国家エネルギー戦略」を受けて策定された「省エネルギ

ー技術戦略」で示されたシナリオや技術ロードマップに沿って、実現性が高く、波及効

果も含め省エネルギー効果が大きいテーマを重点課題に設定して開発を行う。 

第２期中期目標期間においては、上記に加え、Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ ５０で提言さ

れた「世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減する」とい

う目標に資する革新的技術の発掘と推進にも取り組む。具体的には、第２期中期目標期

間中に発光効率４０ｌｍ／Ｗを目指す有機ＥＬ照明技術の開発等を推進する。 

加えて、情報量の爆発的増加に伴いエネルギー消費量の大幅増が予想されるＩＴ分野

における省エネルギー技術の開発や、交通流改善により自動車のエネルギー消費率削減

を図るためのＩＴＳ（Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｔ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ Ｓｙｓｔｅｍ

ｓ）技術の開発等を行う。 

 

②導入普及業務 

我が国は、地球温暖化問題に関して、平成１７年２月の京都議定書発効を受け同年４

月に京都議定書目標達成計画を策定し、これまで温室効果ガス排出削減に取り組んでお

り、産業部門、民生部門、運輸部門の３セクターにおける各部門のエネルギー消費動向

を踏まえつつ、エネルギー使用の合理化が総合的に推進されることが必要である。 

第２期中期目標期間においては、２０１０年における国の長期エネルギー需給見通し

及び京都議定書目標達成計画の実現に向けた短期対策として、以下に留意しつつ実施す

る。 
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・ 全体として我が国のエネルギー使用の合理化が推進されるような案件選定・採択を

行う。 

・ 産業部門においては、産業間連携等により更なる省エネルギーが推進されるよう、

また、エネルギー消費の伸びが著しい民生・運輸部門においては、実効性のある省

エネルギー施策が推進されるよう導入普及事業を適切に実施する。特に民生部門に

ついては、省エネルギー推進対策として、住宅・建築物に省エネルギー性の高い高

効率エネルギーシステムの導入促進を図るとともに、性能、費用対効果等の情報を

取得し公表することにより、住宅・建築物に対する省エネルギー意識の高揚を図る。 

・ 国民全体への啓発活動の重要性や公的部門における取組の重要性にも配慮し、地方

自治体やＮＰＯ等の非営利団体が実施する省エネルギーに係る普及啓発活動、ビジ

ョン策定活動への支援を行う。 

  

＜４＞環境調和型エネルギー技術分野 

 

①技術開発／実証 

我が国は、化石エネルギー利用の技術分野において、過去の貴重な経験を生かし、Ｎ

Ｏｘ／ＳＯｘ／煤塵等、地域の環境問題への対応に関する世界トップクラスの技術を有

している。また、化石エネルギーの大部分を輸入に依存していることから、産業分野に

おいてエネルギー原単位を低減するための省エネルギー技術についても、世界最先端の

水準にある。このような状況の中、我が国の産業競争力の更なる向上を図るため、石炭

等の化石エネルギーの利用効率をより一層高めることも重要である。一方、近年アジア

地域を中心とした経済の伸長により、世界のエネルギー需要が着実に増加すると予想さ

れており、また、ＣＯ２等の地球温暖化ガスの排出量の抑制は、地球環境問題への対応

のために、益々その重要性を増している。さらに、水銀等の微量金属の排出規制強化も

重要な課題として取り上げられようとしている。このような状況の下、我が国の環境調

和型エネルギー技術開発は、地域の環境問題への対応や地球規模の環境問題への対応の

みならず、化石エネルギーの安定供給対策も視野に入れた包括的かつ戦略的な技術開発

を進めていく必要がある。 

第２期中期目標期間においては、地域の環境問題への更なる対応、ＣＯ２問題等地球

規模の環境問題への対応及び化石エネルギー資源の安定供給への対応を推進するため

に、発電分野におけるＣＯ２のゼロエミッション化を目指し、石炭ガス化プロセスから

ＣＯ２を分離・回収するための技術開発、我が国におけるＣＣＳ（Ｃａｒｂｏｎ ｄｉ

ｏｘｉｄｅ Ｃａｐｔｕｒｅ ａｎｄ Ｓｔｏｒａｇｅ）の実施可能性調査、製鉄プロ

セスから排出されるＣＯ２を大幅に低減するための革新的な技術開発及び石炭利用に係

る微量成分の環境への影響を低減するための技術開発等を実施する。また、石炭ガス化

プロセスからのＣＯ２分離・回収技術開発については、ＣＯ２を９９％以上の純度で分

離・回収する技術等を確立する。 

 

＜５＞国際関連分野 

近年におけるアジア諸国の経済発展はめざましく、とりわけＢＲＩＣｓの一角を担う

中国、インドの経済成長に伴うエネルギー需要の伸びは著しい。また、中東情勢や経済
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動向等により、原油価格の不安定性が増大している状況にある。さらに、京都議定書の

発効により、エネルギー・環境分野における国内外での対応策が喫緊の課題となってい

る。かかる状況等を踏まえ、第１期中期目標期間においては、我が国のエネルギー安全

保障の確保及び環境対策を講じること等を目的とした海外実証業務等（共同研究を含

む。）について、実用性、経済性等を重視した事業運営を行ってきた。 

第２期中期目標期間中においては、アジア諸国の更なる経済発展が見込まれるところ、

これに伴う技術レベルの向上、法制度、エネルギー関連の諸制度等が整いつつある国も

見受けられ、エネルギー・環境分野等における事業のニーズも多様化している。一方、

テロ行為、政情不安などにより、治安の悪化を招いている国も散見されるなど事業を推

進する上で相手国の情勢をより一層慎重に見極めていくことが必要となっている。以上

を踏まえ、第２期中期目標期間においては、企画競争・公募を徹底するとともに、より

効果的・効率的に事業を推進すべく、以下の点について拡充を図り、もって我が国のエ

ネルギー安全保障の確保、環境対策の推進等に寄与する。また、エネルギー関連施設の

立地条件、技術進歩による設備能力向上、政府予算の状況その他適当な条件を加味した

上で、第１期中期目標期間と同水準以上の件数のエネルギー使用合理化技術等の実証事

業の実施等を目指す。 

・ 実施対象国と対象技術の選定に関し政府の政策上の優先度を踏まえ、普及可能性と

波及効果の発揮に注力 

・ 対象分野・技術の拡大（商業ビル等民生分野向けの技術、新エネルギー技術（太陽

光発電、バイオマス等）を始めとする代エネ技術、環境調和型エネルギー技術（Ｃ

ＣＴ、石炭資源の有効利用技術等）、従来のエネルギー多消費産業（鉄鋼、セメント、

電力等）に加え、エネルギー消費の高い裾野産業（中小企業）向けの技術等） 

・ 我が国の省エネ技術、環境調和型エネルギー技術等の普及等を加速化させるため、

実施対象国の国土面積、地域性、地理的要因等の国情を踏まえた適切な事業運営の

推進、及び普及促進を図る事業の拡充 

 

＜６＞石炭資源開発分野 

我が国は世界最大の石炭輸入国であり、近年の一次エネルギー供給に占める石炭の割

合は約２割である。また、原油と一般炭の熱量当たりの価格差は数年前の約３倍から５

倍程度に拡大しており、石炭の割安感が顕在化している。過去５年間の世界の一次エネ

ルギー消費の伸び率は約２割であるが、石炭需要については、約３割の増加となってい

る。特に、中国、インドを中心としたアジアの伸びが顕著であり、２０１０年には全世

界の石炭需要の５割以上がアジアに集中することから、今後、アジアを中心として石炭

需要がますます拡大し、需給のタイト化が見込まれている。 

このため、第２期中期目標期間中においては、我が国において主要なエネルギーの一

つである石炭の安定供給確保を図るという政策目的に資するため、初期調査から開発に

至る各段階において事業を引き続き実施する。その際、以下に留意するものとする。 

・ 海外における石炭の探鉱に必要な地質構造調査事業については、将来の日本への石

炭供給の可能性を多面的に評価しつつ、地域の選定を行い、各年度の調査結果を十

分に評価した上で、世界の石炭需給構造の変化に対応するように、次年度又は次段

階の事業内容を検討する。 
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・ 我が国民間企業の探鉱等の調査に対する支援事業については、期待される炭量、炭

質、周辺インフラ状況、炭鉱権益の取得可能性等を評価し、案件の選定を行う。こ

の際、有望な事業については、集中してリソーシスを分配する等の配慮を行い、成

果の最大化を目指すものとする。 

・ 炭鉱技術の移転事業については、石炭関連業務でこれまで蓄積してきた知見やネッ

トワークを活用し、アジア・太平洋地域における産炭国の炭鉱技術者に対し、生産・

保安技術等に関する炭鉱技術の効果的な移転を行う。このことにより、産炭国との

関係強化を図りつつ産炭国の石炭供給能力の拡大に資する。 

 これらの事業を通じ、採掘により次第に減耗していく石炭の安定供給確保を図るため、

第２期中期目標期間中に、新たに石炭埋蔵量を１１０百万トン確認すべく努力する。 

なお、石炭資源開発分野については、災害時石油安定供給法に基づき廃止し、ＪＯＧ

ＭＥＣが承継する。 

 

＜７＞技術開発等で得られた知見の活用等 

新エネルギー・省エネルギー技術開発・実証及び導入普及業務等を戦略的に推進する。

この際、「安定供給の確保」、「環境への適合」及びこれらを十分配慮した上での「市場

原理の活用」というエネルギー政策目標の同時達成を効率的に実現することを念頭に置

き、新たに開発した新エネルギー・省エネルギー技術を円滑かつ着実に市場に普及させ

ていくため、技術開発、経済性等の評価・普及啓発に資するための実証試験、実用化段

階における初期需要の創出を図るための導入促進の各ステージで得られた知見を次の

ステージにフィードバックするなど三位一体で推進する。なお、得られた研究開発の成

果については、必要に応じて知的基盤の整備や国際標準化を図る。 

 

 

（３）産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等の実施に係る

共通的実施方針 

 

（ア）企画・公募段階 

ⅰ）円滑かつ迅速な事業実施・推進を図るため、極力多くの事業について、政府予算

の成立を条件として、実施年度の前年度の３月までに公募を開始する。 

ⅱ）ホームページ等のメディアの最大限の活用等により採択基準を公表しつつ、公募

を実施する。また、公募に際しては、機構のホームページ上に、公募開始の１ヶ

月前（緊急的に必要なものであって事前の周知が不可能なものを除く。）には公

募に係る事前の周知を行う。また、テーマ公募型の研究開発事業においては、地

方の提案者の利便にも配慮し、地方を含む公募説明会の一層の充実を図る。 

ⅲ）テーマ公募型の研究開発事業については、採択件数の少ない事業を除き、年度の

枠にとらわれない随時の応募相談受付と年間複数回の採択を行う。 

ⅳ）新エネルギー・省エネルギー関連業務等の「実証」及び「導入普及」業務におい

ては、制度の利用者が容易に事業の趣旨や応募方法等を理解できるよう、第１期

中期目標期間に引き続き、事業横断的な統一マニュアルを策定し、できる限り公

募方法等を統一化するとともに、補助金交付規程等の規程類を機構のホームペー
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ジ上で公開し、利用者の利便性の向上に向けた情報提供を更に充実する。 

ⅴ） 機構外部からの優れた専門家・有識者の参加による、客観的な審査・採択基準

に基づく公正な選定を行う。 

ⅵ） 選定結果の公開と不採択案件応募者に対する明確な理由の通知を行う。 

 

（イ）業務実施段階 

ⅰ）交付申請・契約・検査事務などに係る事業実施者の事務負担を極力軽減するとと

もに、委託事業においては研究開発資産等の事業終了後の有効活用を図る。 

国からの運営費交付金を原資とする事業については、事業実施者から目標達成

に向けた明確なコミットメントが得られる場合には、最長３年間程度の複数年度

契約・交付決定を実施する。国からの補助金等を原資とする事業については、そ

の性格を踏まえつつも、制度の趣旨に応じた柔軟な応募受付・事業実施システム

を構築することにより、年度の切れ目が事業実施の上での不必要な障壁となるこ

とのないよう、利用者本位の制度運用を行う。 

なお、十分な審査期間を確保することに最大限留意の上、応募総数が多い場合

等、特段の事情がある場合を除き、公募締切から採択決定までの期間をそれぞれ

以下の日数とすることにより、事務の合理化・迅速化を図る。 

・ ナショナルプロジェクト：原則４５日以内 

・ 実用化・企業化促進事業：原則７０日以内 

・ 技術シーズの育成事業：原則９０日以内 

・ 新エネルギー・省エネルギー関連業務の「実証」及び「導入普及業務」：原則

６０日以内 

ⅱ）委託先の事情により適用できない場合等を除き、委託事業における日本版バイド

ール条項の適用比率を１００％とすることにより研究開発実施者の事業取組へ

のインセンティブを高めるとともに、委託先に帰属する特許権等について、委託

先における企業化の状況及び第三者への実施許諾の状況等につき毎年調査し、適

切な形で対外的に公表する。 

ⅲ）制度面・手続き面の改善を、変更に伴う事業実施者の利便性の低下にも留意しつ

つ行うとともに、事業実施者に対する説明会を毎年度４回以上行う。また、毎年

度、事業実施者に対してアンケートを実施し、制度面・手続き面の改善点等につ

いて、８割以上の回答者から肯定的な回答を得る。 

 

（ウ）評価及びフィードバック 

機構外部の専門家・有識者を活用した厳格な評価を行い、その結果を基に、事

業の加速化・縮小・中止・見直し等を迅速に行うとともに、以降の事業実施及び

予算要求プロセスに反映する。特に、中間時点での評価結果が一定水準に満たな

い事業については、国からの運営費交付金を原資とする事業にあっては抜本的な

改善策等がない場合には原則として中止するとともに、国からの補助金等を原資

とする事業にあっては技術開発動向、エネルギー市場・産業の動向、制度利用者

の要望等を踏まえた政策当局への提言等をより積極的に行い、政策実施機関とし

ての役割を全うする。 
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（エ）成果の広報・情報発信に関する事項 

ⅰ）国民へのわかりやすい成果の情報発信・提供のため、対象に応じた、成果の映像、

印刷物、ホームページ等の媒体の製作・提供、成果発表会、展示会等の開催及び

出展等を行う。特に、機構の最新の取組等を紹介する機関誌については年４回以

上発行するとともに、分野ごとのパンフレットについては定期的に更新する。こ

れらの媒体については、必要に応じて英語版を含む外国語版を作成する。 

国民一般を対象とした広報・情報発信については、特に、記者発表回数や来場

者１万人超の一般向け展示会（産業技術、エネルギー・環境関連）出展数を毎年

度現行水準以上とする。 

我が国の次世代の研究開発を担う小中学生を対象とした広報・情報発信につい

ては、特に、科学技術館の展示内容の充実を図るとともに、子ども向け啓発事業

を毎年度３回以上実施する。また、アンケート等を通じてこれらの効果について

検証し、その結果に応じて内容を見直す。 

ⅱ）研究開発の成果を基礎とした産業競争力及び新エネルギー・省エネルギー分野へ

の貢献（アウトカム）については、中長期な視野で様々な事例とその幅広い波及

効果を収集・把握することに努め、印刷物、ホームページ等により、毎年度、広

く情報発信を行う。 

ⅲ）展示会等の企画・開催、学会等との連携による共同イベントの実施等を通じ、事

業で得られた研究開発成果を積極的に発表することにより、研究開発成果と企業

とのマッチングの場を設け、成果の普及促進を図る。その際、成果の公表等につ

いては、国民への情報発信や学界での建設的情報交換等の視点と、知的財産の適

切な取得、国際標準化等その成果の我が国経済活性化への確実な貢献等の視点と

に留意するものとする。 

ⅳ）内外の研究開発マネジメント機関との情報交換を実施するとともに、イノベーシ

ョン、研究開発マネジメント及びプロジェクトマネジメント関係の実践的研究発

表として、セミナー、学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機構自身

として第２期中期目標期間中に１００本以上の発表を行う。 

 

なお、補正予算により追加的に措置された交付金及び補助金の活用については、

以下のとおりとする。 

ａ）平成２０年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金及び補

助金については、「安心実現のための緊急総合対策」の低炭素社会実現対策の

ために措置されたことを認識し、低炭素社会の早期実現に向けた取組強化の

ために活用する。 

ｂ）平成２０年度補正予算（第２号）により追加的に措置された交付金につい

ては、「生活対策」の中小・小規模企業等支援対策のために措置されたことを

認識し、中小企業等に対する研究開発支援の強化のために活用する。 

ｃ）平成２１年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金につい
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ては、「経済危機対策」の低炭素革命、健康長寿・子育て及び底力発揮・２１

世紀型インフラ整備のために措置されたことを認識し、低炭素・循環型社会

の構築、資源大国の実現、医療品等新技術の開発加速、中小企業支援の推進、

ＩＴの徹底活用による国民の利便性向上のために活用する。 

 

ｄ）平成２１年度補正予算（第２号）により追加的に措置された交付金について

は、「明日の安心と成長のための緊急経済対策」の環境・エネルギー技術への

挑戦のために措置されたことを認識し、低炭素社会の実現に不可欠な素材の開

発等、革新的な環境技術開発の前倒しや低炭素社会システムの実現に向けた取

組の推進のために活用する。 

 

ｅ)平成２２年度補正予算（第 1 号）により追加的に措置された交付金について

は、「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」のグリーン・イノベーシ

ョンの推進、ライフ・イノベーションの推進のために措置されたことを認識し、

レアアース等代替技術の開発、グリーン・イノベーションの研究開発支援の加

速、ライフ・イノベーションの研究開発支援の加速のために活用する。 

 

ｆ)平成２３年度補正予算（第３号）により追加的に措置された交付金について

は、東日本大震災からの復興のために措置されたことを認識し、省エネルギー

分野等の革新的技術開発、災害対応無人化システム研究開発のために活用する。 

 

 

（４）クレジット取得関連業務 

クレジット取得関連業務は、京都議定書における我が国の目標達成に資するための京

都メカニズムクレジットの取得を確実かつ費用対効果を考慮して行うことを目的とし

て、経済産業省及び環境省が機構に委託したものである。 

第１期中期目標期間中、政府としてのクレジット取得の制度と運用体制の構築、及び

クレジット取得の契約締結を行ってきた。 

第２期中期目標期間におけるクレジット取得関連業務の実施に当たっては、引き続き

経済産業省及び環境省との緊密な連携の下、我が国が京都議定書目標達成計画に基づき、

京都議定書に定める第一約束期間の目標達成に向けて、国内対策を基本として国民各界

各層が最大限努力してもなお京都議定書の約束達成に不足する差分を踏まえ、計画的に

目標達成に必要と見込まれるクレジットの取得及び政府への移転を、制度改善と運用体

制の強化をしつつ実施するものとする。その際、①計画的にクレジットを取得するとと

もに、国の財政支出の効率化の観点から、取得に係る予算総額の低減を含めた、効率的

かつ着実なクレジットの取得に努めること、②地球規模での温暖化防止、途上国の持続

可能な開発への支援を図ること、という観点を踏まえつつ、適切に業務を推進する。 

かかる目的の実現のため、以下に留意するものとする。 

 

（ア）企画・公募段階 

ⅰ）クリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）・共同実施（ＪＩ）・グリーン投資スキーム（Ｇ
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ＩＳ）によるクレジットの取得に最大限努力する。 

ⅱ）クレジット取得に係る契約の相手先となる事業者等（以下「契約相手先」という。）

の選定については、原則として公募によるものとし、その際ホームページ等のメ

ディアの最大限の活用等を図る。また、原則として随時の応募受付と年間複数回

の採択を実施する。また、必要に応じて公募説明会を開催し、契約相手先に対し

て公募に関する周知を図る。 

ⅲ）契約相手先の選定においては、客観的な審査・採択基準に基づく公正な審査を行

う。具体的には、その信用力、プロジェクトの内容、提案されたクレジットの価

格や移転時期その他必要な事項を考慮して選定する。その際、必要に応じて世界

で取引されているクレジットのデータベース等の活用などを図るなど、優れた提

案等を速やかに採択するための審査体制を維持する。また、審査に当たっては、

提案者等が国際ルール等を踏まえて行った、クレジットを生成するプロジェクト

に係る環境に与える影響及び地域住民に対する配慮の徹底について確認を行う。 

ⅳ）クレジット取得においては、リスクの低減を図りつつ、費用対効果を考慮してク

レジットを取得する観点から、個々のクレジット取得におけるリスクを厳正に評

価することに加えて、取得事業全体として、契約相手先やプロジェクト実施国を

分散させることなどの措置を講じる。 

 

（イ）業務実施段階 

ⅰ）クレジット取得に係る契約の締結に際しては、費用対効果を考慮してクレジット

を取得する観点から、必要に応じて取得契約額の一部前払いを行う。この際、契

約相手先の業務遂行能力・信用力等を厳格に審査するとともに、原則前払い額の

保全のための措置を講じる。また実際にクレジットが移転されるまでに相当の期

間を要することから、必要に応じ、複数年度契約を締結する。 

ⅱ）契約相手先からの進捗状況に関する定期報告の提出及び随時の報告の聴取や必要

に応じた現地調査等を行うことにより、プロジェクトの進捗状況の把握に努める

とともに、必要に応じて契約相手先と協議し、適切な指導を行い、当初の取得契

約が遵守されるよう管理する。また、管理に当たっては、複数年度契約により年々

累積していく契約案件を効率的に管理していくための体制を構築する。 

ⅲ）クレジット取得等業務を取り巻く環境の変化等を踏まえて柔軟かつ適切に対応す

る体制とするとともに、必要に応じた職員の能力向上、機構内の関係部門との連

携を図る。また、将来のプロジェクトの案件形成にあっては、その実施が可能な

地域や省エネルギー技術・新エネルギー技術等の拡大を図るため、関連する業務

の成果との連携を図る。これらにより、適切に効率的かつ効果的な業務管理・運

営を実施する。 

 

（ウ）評価及びフィードバック・情報発信 

ⅰ）クレジット取得関連業務が京都議定書の目標達成という国際公約に関係している

ことのみならず、国民の関心の高い地球温暖化防止に直結した業務であることを

踏まえ、毎年度、クレジット取得量及び取得コストの実績について、外部の専門

家・有識者を活用しつつ、京都メカニズムクレジットの市場価格等を踏まえたク
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レジット取得事業全体の検証及び評価を実施する。また、クレジット取得の状況

や事業を取り巻く環境の変化などの情報収集・分析を行い、これらを踏まえて以

降の事業実施に反映させる。さらに、制度の運用状況や改善点等について精査し、

政策当局への提言等を行う。 

ⅱ）クレジットの取得状況に関する情報発信については、原則として、契約相手先の

名称、取得契約に係るクレジット量並びに毎年度の取得量及び取得コストの実績

について、できる限り速やかに公表（注）する。ただし、公表するクレジットの

取得コストについては、我が国がクレジット取得事業を実施するに当たって不利

益を被らないものに限定する。 

注：我が国が不利益を被らないよう公表時期・内容について十分留意しつつ実

施する。 

 

（５）債務保証経過業務・貸付経過業務 

 省エネルギー・リサイクル推進に係る債務保証業務については、保証継続案件及び求

償権を有している案件について、債務保証先の適切な管理及び求償権の回収額から回収

コストを差し引いた額の最大化に向け適切な措置を講じる。なお、同債務保証の新規採

択業務の廃止に伴い、当該業務を実施するための基金に係る政府出資金については、所

要の法整備が行われた後に全額国庫納付する。 

 鉱工業承継業務に係る貸付金の回収については、債権の管理を適切に行い、回収額の

最大化に向けて計画的に進め、約定回収等を終了した時点をもって当該業務を廃止する。 

 

（６）石炭経過業務 

 

（ア）貸付金償還業務 

回収額の最大化に向け、管理コスト等を勘案しつつ、個別債務者の状況に応じた適切

な措置を講じ、計画的に貸付金の回収を進める。 

（イ）旧鉱区管理等業務 

廃止前の石炭鉱業構造調整臨時措置法により機構が買収し、最終鉱業権者となってい

る旧鉱区及びボタ山に関し、鉱害発生の未然防止のための管理及び鉱害発生後の賠償を

行う。 

 

 

２．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

（１）機動的・効率的な組織 

近年における産業技術分野の研究開発を巡る変化や、国際的なエネルギー・環境問題

の動向の推移に迅速かつ適切に対応し得るような、柔軟かつ機動的な組織体制を構築し、

意思決定及び業務執行の一層の迅速化と効率化を図る。その際、人員及び財源の有効利

用により組織の肥大化の防止及び支出の増加の抑制を図るため、事務及び事業の見直し

を積極的に実施するとともに、人員及び資金の有効活用の目標として、下記を設定し、

その達成に努める。 
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（ア）効率的な業務遂行体制を確保するため、各部門の業務に係る権限と責任を規程等

により明確化するとともに、産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネル

ギー関連業務等については、基本計画等により業務の進捗及び成果に関する目標

を明確に設定し、組織内部においてその達成状況を厳格に評価する。 

 

（イ）関連する政策や技術動向の変化、業務の進捗状況に応じ、機動的な人員配置を行

う。また、外部専門家等の外部資源の有効活用を行う。特に、プログラムマネー

ジャー等、高度の専門性が必要とされるポジションについては、積極的に外部人

材を登用する。 

 

（ウ）各部門の業務が相互に連携して効率的な運営が行われるような体制になるよう、

更なる随時見直しを図る。 

 

（エ）本部、地方支部、海外事務所間における双方の円滑な流通・有機的連携を一層図

るとともに、業務の状況を踏まえ必要に応じ組織の見直しを図る。特に国内支部、

海外事務所については、戦略的、機動的に見直しをする。 

 

（２）自己改革と外部評価の徹底 

全ての事業につき、厳格な評価を行い、不断の業務改善を行う。また、評価に当たっ

ては機構外部の専門家・有識者を活用するなど適切な体制を構築する。評価は、研究開

発関連事業に関する技術評価と事業評価の両面から適切に実施し、その後の事業改善へ

向けてのフィードバックを行う。 

評価の実施に際しては、事業のＰＤＳサイクル全体の評価が可能となるよう「成果重

視」の視点を踏まえ、「ＮＥＤＯ研究開発マネジメントガイドライン」の一層の活用を

図る。 

また、管理会計の視点を可能な限り考慮した評価のあり方を検討する。具体的には、

例えば、試行的に中長期にわたるコスト、進捗、成果を考慮すべき事業を選定し、個別

事業毎の中間・事後評価の時点、事業終了後数年経過後に行う追跡評価の時点において、

投入と効果の関係をコストの視点から可能な限り具体的・定量的に評価する方策を検討

する。さらに、機構の成果のうち優れたものについては、内外の各種表彰制度に機構自

らが応募し、又は事業実施者における応募を促す。 

 

（３）職員の意欲向上と能力開発 

個人評価においては、適切な目標を設定し、その達成状況を多面的かつ客観的に適切

にレビューすることにより評価する。また、個人評価の運用に当たっては、適切なタイ

ミングで職員への説明や研修等を行うことにより、円滑な運用を目指すとともに、毎年

度職員に対する人事評価制度の理解度の調査を行い、その結果を現行水準以上にする。

さらに、評価結果の賞与や昇給・昇格への適切な反映を拡大することにより、職員の勤

労意欲の向上を図る。 

現行の研修コースの見直しを行い、業務を行う上で必要な研修の充実を図るため、第
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２期中期目標期間中に新規の研修コースを５コース以上設置する。 

技術経営力に関する各界有識者のネットワークを構築し、このネットワークを活用し、

技術経営力に関する機構内職員の研修を毎年度１コース以上実施するとともに、技術経

営力の強化をテーマとしたシンポジウム等を毎年度１回以上開催すること等により、そ

の知見を産業界等に発信する。 

研究開発マネジメントの専門家を目指す職員を外部の研究開発現場等に毎年度１名

以上派遣し、その経験を積ませるとともに、大学における技術経営学、工学等の博士号、

修士号等について、第２期中期目標期間中に５名以上の取得を行わせる等、当該業務実

施に必要な知識・技能の獲得に資する能力開発制度を充実する。 

内外の研究開発マネジメント機関との情報交換を実施するとともに、イノベーション、

研究開発マネジメント及びプロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セ

ミナー、学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機構自身として第２期中期目

標期間中に１００本以上の発表を行う。 

研究開発マネジメントへの外部人材の登用に際しては、機構における業務が「技術の

目利き」の能力向上の機会としてその後のキャリア・パスの形成に資するよう、人材の

育成に努める。 

研究開発マネジメント、契約・会計処理の専門家等、機構職員に求められるキャリア・

パスを念頭に置き、適切に人材の養成を行うとともに、こうした個人の能力、適性及び

実績を踏まえた適切な人員配置を行う。 

 

（４）業務の電子化の推進 

事業者との間の申請・届出等手続きを電子的手法により行うシステムの導入、登録研

究員に係る研究経歴書の取扱の電子化の平成２１年度までの環境整備等、電子化の促進

等により事務手続きの一層の簡素化・迅速化を図るとともに、ホームページの利便性の

確保、電子メールによる新着情報の配信等を通じ、機構の制度利用者の利便性の向上に

努める。 

幅広いネットワーク需要に対応しつつ、職員の作業を円滑かつ迅速に行うことができ

るよう、機構内情報ネットワークの充実を図る。 

情報システム、重要情報への不正アクセスに対する十分な強度を確保することにより、

業務の安全性、信頼性を確保する。 

「独立行政法人等の業務・システム最適化実現方策」に基づき策定した「ＮＥＤＯ Ｐ

Ｃ－ＬＡＮシステムの最適化計画」を踏まえ、効率的な情報システムの構築に努めると

ともに、ＰＤＳサイクルに基づき継続的に実施する。 

 

（５）外部能力の活用 

費用対効果、専門性等の観点から、法人自ら実施すべき業務、外部の専門機関の活用

が適当と考えられる業務を精査し、外部の専門機関の活用が適当と考えられる業務につ

いては、外部委託を活用するものとする。特に、機構の研究成果等を外部発信する活動

の一環として設置している科学技術館の常設展示ブースについては、今後も引き続き外

部委託により保守・運営業務を効率的に実施する。 

なお、外部委託の活用の際には、機構の各種制度の利用者の利便性の確保に最大限配
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慮するものとする。 

 

（６）省エネルギー及び省資源の推進と環境への配慮 

環境に調和して持続的に発展可能な社会に適応するため、毎年度環境報告書を作成・

公表するとともにその内容の充実を図ることにより、日常の業務推進に当たりエネルギ

ー及び資源の有効利用を図るものとする。また、機構の温室効果ガス排出抑制等のため

の実施計画（平成１９年７月２日作成）に基づき、平成２４年度において平成１８年度

比６％削減の達成に向け取り組む。 

 

（７）業務の効率化 

一般管理費（退職手当を除く。）については、業務の効率化等を進めることにより段

階的に削減し、第２期中期目標期間の最後の事業年度において平成１９年度比１５％を

上回る削減を行う。 

総人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する

法律（平成１８年法律第４７号）等に基づく総人件費削減（平成２２年度までの５年間

において５％の削減を達成。）を図るとともに、経済財政運営と構造改革に関する基本

方針２００６（平成１８年７月７日閣議決定）に基づき、人件費改革の取組を平成２３

年度まで継続する。 

給与水準については、ラスパイレス指数、役員報酬、給与規程、俸給表及び総人件費

を引き続き公表するとともに、国民に対して納得が得られるよう説明する。また、以下

のような観点からの給与水準の検証を行い、これを維持する合理的な理由がない場合に

は必要な措置を講じることにより、給与水準の適正化に取り組み、その検証結果や取組

状況を公表する。 

・ 法人職員の在職地域や学歴構成等の要因を考慮してもなお国家公務員の給与水準を

上回っていないか。 

・ 高度な専門性を要する業務を実施しているためその業務内容に応じた給与水準とし

ているなど給与水準が高い原因について、是正の余地がないか。 

・ 国からの財政支出の大きさ、累積欠損の存在、類似の業務を行っている民間事業者

の給与水準等に照らし、現状の給与水準が適切かどうか十分な説明ができるか。 

・ その他、法人の給与水準についての説明が十分に国民の理解の得られるものとなっ

ているか。 

事業については、京都メカニズムクレジット取得関連業務、基盤技術研究促進事業及

び競争的資金を除き、第２期中期目標期間の最後の事業年度において平成１９年度比

５％を上回る効率化を行う。また、既存事業については進捗状況を踏まえて不断の見直

しを行う。 

事務及び事業の見直し、石炭経過業務の縮小、内部管理部門と事業実施部門との連携

推進、各種申請の電子化の拡大等を踏まえ、組織体制の合理化を図るため、実施プロジ

ェクト数が平成１９年度の数を上回らないよう重点化を図る。 

民間委託による経費削減については、既に実施している窓口業務の民間委託に加え、

特に間接部門における更なる委託の可能性につき検討する。また、既に試行的に行って

いる各種申請の電子化の範囲を拡大し、その有効活用を図ることにより経費削減を図る。 
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（８）石炭経過業務の効率化に関する事項 

業務に係るマニュアル策定等による定形化の推進等、業務運営の円滑化を図る。 

 

（９）随意契約の見直しに関する事項 

契約の相手方、金額等について、少額のものや秘匿すべきものを除き引き続き公表し、

透明性の向上を図る。また、「随意契約見直し計画（平成１９年１２月作成）」に基づく

取組を着実に実施するとともに、その取組状況を公表する。具体的には、物品調達等の

契約については、競争入札の厳格な適用により透明性・公平性を確保するとともに、国

に準じた随意契約によることができる限度額の基準を厳格に運用する。一方、研究開発

関連事業等の委託契約については、選定手続きの透明性・公平性を十分に確保しつつ、

企画競争・公募の方法により効率的な運用を行う。 

さらに、全ての契約に係る入札・契約の適正な実施がなされているかどうかについて、

監事等による監査を受ける。 

 

（１０）コンプライアンスの推進 

法令遵守や法人倫理確立等コンプライアンスの取組については、今後更なる徹底を図

るべく、管理部門の効率化に配慮しつつ、機構が果たすべき責任・機能との関係でプラ

イオリティをつけながら、コンプライアンスや情報公開・情報管理に関する法務関連業

務を扱うグループの設置などによる事業部との連携強化・迅速対応など内部統制機能の

強化を図るとともに、不正を行った者に対する処分等講じた措置については全て公表す

る。特に、コンプライアンス体制については、必要な組織体制・規程の整備により、Ｐ

ＤＳサイクル確立の観点から体系的に強化を図る。 

具体的には、機構職員に対するコンプライアンス研修の年４回以上の実施に加え、受

託者や補助事業者に対してもコンプライアンス研修を年４回以上行う。また、不正事業

者への対応については、機構職員の教育研修の充実、新規の受託者や補助事業者のうち

過去に公的資金の受入実績がない者に対する経理指導を全件実施する。さらに、談合等

の不正を行った者に対する処分に係る規程等を平成２０年度末までに整備するととも

に、不正を行った者に対する処分は全件公表するといった厳正な対応を徹底する。 

監査については、独立行政法人制度に基づく外部監査の実施に加え、内部業務監査や

会計監査を毎年度必ず実施する。なお、監査組織は、単なる問題点の指摘に留まること

なく、可能な限り具体的かつ建設的な改善提案を含む監査報告を作成する。 

関連法人については、関連法人への再就職の状況及び機構と関連法人との間の取引等

の状況について情報を開示する。 

 

 

３．予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

予算、収支計画及び資金計画は以下の通り。予算の見積もりは運営費交付金の算定ル

ールに基づき２．（７）の目標を踏まえ試算したものであり、実際の予算は毎年度の予

算編成において決定される係数等に基づき決定されるため、これらの計画の額を下回る
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ことや上回ることがあり得る。 

 

（１）予算 

［運営費交付金の算定ルール］ 

毎年度の運営費交付金（Ｇ（ｙ））については、以下の数式により決定する。 

Ｇ（ｙ）（運営費交付金）  

＝ Ａ（ｙ）（一般管理費）×α（一般管理費の効率化係数）  

＋Ｂ（ｙ）（事業に要する経費）×β（事業の効率化係数）  

×γ（中長期的政策係数）  

＋Ｃ（ｙ）（調整経費）－Ｄ（ｙ）（自己収入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ（ｙ）（一般管理費）＝ Ｓａ（ｙ）（一般管理費人件費）  

＋Ｒａ（ｙ）（その他一般管理費）  

Ｓａ（ｙ） ＝ Ｓａ（ｙ－１）×ｓ１（一般管理費人件費調整係数）  

Ｒａ（ｙ） ＝ Ｒａ（ｙ－１）×δ（消費者物価指数）  

Ｂ（ｙ）（事業に要する経費）＝ Ｓｂ（ｙ）（事業費人件費）  

＋Ｒｂ（ｙ）（その他事業に要する経費）  

Ｓｂ（ｙ） ＝ Ｓｂ（ｙ－１）×ｓ２（事業費人件費調整係数）  

Ｒｂ（ｙ） ＝ Ｒｂ（ｙ－１）×δ（消費者物価指数）  

Ｄ（ｙ）（自己収入）＝Ｄ（ｙ－１）×ｄ（自己収入調整係数）  

 

 

Ａ（ｙ） ：運営費交付金額のうち一般管理費相当分。 

Ｂ（ｙ） ：運営費交付金額のうち事業に要する経費相当分。 

Ｃ（ｙ） ：短期的な政策ニーズ及び特殊要因に基づいて増加する経費。短期間で成果

が求められる技術開発への対応、重点施策の実施（競争的資金推進制度）、

法令改正に伴い必要となる措置等の政策ニーズ、及び退職手当の支給、事

故の発生等の特殊要因により特定の年度に一時的に発生する資金需要につ

いて必要に応じ計上する。 

Ｄ（ｙ） ：自己収入。基本財産の運用より生じる利子収入等が想定される。 

Ｓａ（ｙ）：役員報酬、職員基本給、職員諸手当及び超過勤務手当に相当する額。 

Ｓｂ（ｙ）：事業費中の人件費。 
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係数α、β、γ、δ、ｓ及びｄについては、以下の諸点を勘案した上で、各年度の予

算編成過程において、当該年度における具体的な係数値を決定する。 

α（一般管理費の効率化係数）：２．（７）にて２４年度において１９年度比１５％

を上回る削減を達成することとしているため、この達成に必要な係数

値とする。 

β（事業の効率化係数）：２．（７）にて２４年度において平成１９年度比５％を上

回る削減を達成することとしているため、この達成に必要な係数値と

する。 

γ（中長期的政策係数）：中長期的に必要となる技術シーズへの対応の必要性、科

学技術基本計画に基づく科学技術関係予算の方針、独立行政法人評価

委員会による評価等を総合的に勘案し、具体的な伸び率を決定する。 

δ（消費者物価指数）：前年度の実績値を使用する。 

ｓ１（一般管理費人件費調整係数）：職員の新規採用、昇給・昇格、減給・降格、

退職及び休職等に起因した一人当たり給与等の変動の見込みに基づき

決定する。 

ｓ２（事業費人件費調整係数）：事業内容に基づき決定する。 

ｄ （自己収入調整係数）：自己収入の見込みに基づき決定する。 

 

 ①総計     （別表１－１） 

 ②一般勘定     （別表１－２） 

 ③電源利用勘定    （別表１－３） 

 ④エネルギー需給勘定   （別表１－４） 

 ⑤基盤技術研究促進勘定   （別表１－５） 

 ⑥鉱工業承継勘定    （別表１－６） 

 ⑦石炭経過勘定    （別表１－７） 

⑧特定事業活動等促進経過勘定  （別表１－８） 

 

（２）収支計画 

 ①総計     （別表２－１） 

 ②一般勘定     （別表２－２） 

 ③電源利用勘定    （別表２－３） 

 ④エネルギー需給勘定   （別表２－４） 

 ⑤基盤技術研究促進勘定   （別表２－５） 

 ⑥鉱工業承継勘定    （別表２－６） 

 ⑦石炭経過勘定    （別表２－７） 

⑧特定事業活動等促進経過勘定  （別表２－８） 

 

（３）資金計画 

 ①総計     （別表３－１） 

 ②一般勘定     （別表３－２） 

 ③電源利用勘定    （別表３－３） 
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 ④エネルギー需給勘定   （別表３－４） 

 ⑤基盤技術研究促進勘定   （別表３－５） 

 ⑥鉱工業承継勘定    （別表３－６） 

 ⑦石炭経過勘定    （別表３－７） 

⑧特定事業活動等促進経過勘定  （別表３－８） 

 

（４）経費の削減等による財務内容の改善 

各種経費を必要最小限にとどめることにより、財務内容の改善を図る観点からも、２．

（７）に記載した、一般管理費の削減、総人件費削減及び人件費改革の取組並びに事業

の効率化を行う。 

 

（５）繰越欠損金の増加の抑制 

基盤技術研究促進事業については、政府出資金を原資として事業を実施する仕組みと

なっていることから、事業を遂行する過程で、実施した研究開発が成功してその成果を

基にした収益が上がるまでの間は、民間企業と同一の会計処理を法律により義務化され

ていることから、会計上の欠損金が不可避に生じるものである。このため、第２期中期

目標期間中においては、環境適応型高性能小型航空機研究開発事業の実施に伴い本事業

に係る欠損金は増加する予定である。 

また、基盤技術研究促進事業については、平成１８年度末時点で４１４億円の欠損金

が生じているところであるが、独立行政法人の欠損金をめぐる様々な議論に配慮しつつ、

特に新規案件については事業の見通しを精査し慎重を期す一方、資金回収の徹底を図る。

具体的には、研究成果の事業化の状況や売上等の状況について報告の徴収のみならず研

究委託先等への現地調査を励行し、必要に応じ委託契約に従った売上等の納付を慫慂す

るとともに、該当年度において納付される見込みの総額を年度計画において公表する。

また、終了評価において所期の目標が達成されなかった事業については、その原因を究

明し、今後の研究開発に役立たせる。 

石炭経過業務については、平成１３年度の石炭政策終了に伴い、旧鉱区の管理等の業

務に必要となる経費を、主として政府から出資を受けた資金を取り崩す形で賄うことと

しているため、業務の進捗に伴って、会計上の欠損金が不可避に生じるものである。こ

のため、第２期中期目標期間中においては、旧鉱区の管理等の業務の実施に伴い本業務

に係る欠損金は増加する予定である。 

このことに留意しつつ、石炭経過業務については、平成１８年度末時点で９６億円の

欠損金が生じているところであるが、独立行政法人の欠損金をめぐる様々な議論に配慮

した上で、管理コスト等を勘案し業務を計画的・効率的に実施する。 

 

（６）自己収入の増加へ向けた取組 

独立行政法人化することによって可能となった事業遂行の自由度を最大限に活用し

て、国以外から自主的かつ柔軟に自己収入を確保していくことが重要である。このため、

補助金適正化法における研究設備の使用の弾力化、成果把握の促進による収益納付制度

の活用、利益相反等に留意しつつ寄付金を活用する可能性等、自己収入の増加に向けた

検討を行い、現行水準以上の自己収入の獲得に努める。 
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また、収益事業を行う場合は、法人所得課税に加え、その収益額に因らず法人住民税

の負担が増大するため、税法上の取扱の見直しを含め税に係る制約を克服する方法を検

討し、その上で、研究開発マネジメントノウハウを活用した指導や出版を通じた発信等

により、そこから収益が挙がる場合には、さらなる発信の原資として活用する。 

 

（７）資産売却収入の拡大 

土地・建物の売却については、鑑定評価等市場調査を行い、かつ競争原理を働かせる

（予定価格の公表による一般競争入札等）ことにより実施する。 

第２期中期目標期間中に、機構が行う業務への供用を終了した研究開発資産の翌年度

における売却手続きに要する期間を平均９ヶ月以内とすることを目指す。 

 

（８）金融資産の運用 

金融資産の運用については、機構内で定めた運用方針に基づき、資金源別の留意事項、

運用主体の選定時における競争原理などを確保しつつ運用を行ってきた。更なる効率化

に向け、現行の運用方法の見直しを検討する。 

 

（９）運営費交付金の効率的活用の促進 

機構においては、その資金の大部分を第三者への委託、助成等によって使用している

ことから、年度末の確定検査によって不適当と認められた費用等については、費用化で

きずに結果として運営費交付金債務として残ってしまうという仕組みとなっている。し

かしながら、運営費交付金の効率的活用の観点からは、費用化できずに運営費交付金債

務となってしまうものの抑制を図ることが重要である。 

このため、独立行政法人化における運営費交付金のメリットを最大限に活用するとい

う観点を踏まえ、第２期中期目標期間終了時における運営費交付金債務残の同期間の最

終年度の予算額に対する比率を９％以内に抑制する。 

 

 

４．短期借入金の限度額 

運営費交付金の受入の遅延、補助金・受託業務に係る経費の暫時立替えその他予測し

難い事故の発生等により生じた資金不足に対応するための短期借入金の限度額は、６０

０億円とする。 

 

 

５．重要な財産の譲渡・担保計画 

桜新町倉庫（東京都世田谷区桜新町）については、平成２２年度末までに売却する。 

祖師谷宿舎（東京都世田谷区祖師谷）については、新規入居を抑制することにより遊休

資産化し平成２２年度末までに売却する。 

白金台研修センター（東京都港区白金台）については、平成２３年度中に現物納付す

る。 
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６．剰余金の使途 

各勘定に剰余金が発生したときには、後年度負担に配慮しつつ、各々の勘定の負担に

帰属すべき次の使途に充当できる。 

・ 研究開発業務の促進 

・ 広報並びに成果発表及び成果展示等 

・ 職員教育・福利厚生の充実と施設等の補修・整備 

・ 事務手続きの一層の簡素化・迅速化を図るための電子化の推進 

・ 債務保証に係る求償権回収等業務に係る経費 

 

 

７．その他主務省令で定める事項等 

 

（１）施設及び設備に関する計画 

・ 白金台研修センターの処分に伴い必要となる研修会議施設 

（注）上記の計画については、状況の変化に応じ柔軟に対応するものとし、予見し

がたい事情により変更する場合がある。 

 

（２）人事に関する計画 

（ア）方針 

・ 研究開発マネジメントの質的向上、知識の蓄積・継承等の観点から職員の更なる能

力向上に努めるとともに、組織としての柔軟性の確保・多様性の向上等の観点から、

産学官から有能な外部人材を積極的に登用し、一体的に運用する。 

 

（イ）人員に係る指標 

・ 研究開発業務、導入普及業務については、業務のマニュアル化の推進等を通じ、定

型化可能な業務は極力定型化し、可能な限りアウトソーシング等を活用することに

より、職員をより高次の判断を要するマネジメント業務等に集中させるとともに、

人件費の抑制を図る。 

 

（参考１）常勤職員数 

・ 期初の常勤職員数        ９７２人 

・ 期末の常勤職員数の見積もり ： 期初と同程度の範囲内で、人件費５％削減計画

を踏まえ弾力的に対応する。 

 

（参考２）中期目標期間中の人件費総額 

第２期中期目標期間中の人件費総額見込み  ３４，５６５百万円 

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当

する範囲の費用である。 

 

（３）中期目標の期間を超える債務負担 

中期目標の期間を超える債務負担については、研究開発委託契約等において当該事業
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のプロジェクト基本計画が中期目標期間を超える場合で、当該債務負担行為の必要性・

適切性を勘案し合理的と判断されるもの及びクレジット取得に係る契約について予定

している。 

クレジット取得については、多くの日数を要するものがあるため、債務負担を必要と

するものである。債務負担の計画については以下のとおり。 



 43 

 

 

債務負担の限度

額 

債務負担を行った年

度 

支出を行う

べき年度 

第１期及び第２期中期目

標期間中の支出見込額 

１２，２４２ 

百万円 

平成１８年度 平成１８年

度以降８箇

年度 

１１，０１８ 百万円 

４０，６９２ 

百万円 

平成１９年度 平成１９年

度以降７箇

年度 

３５，９４５ 百万円 

※ 上記金額については、政府からの受託状況等により変動があり得る。 

 

（４）独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１９条第１項に規定する

積立金の使途 

第１期中期目標期間中の繰越積立金は、第１期中期目標期間中に自己収入財源で取得

し、第２期中期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当す

る。 
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826,261

260,506

102,243

22,300

4,346

1,747

9,958

1,227,360

823,964

260,506

102,243

1,504

79

43,769

3,243

1,235,307

【人件費の見積り】

期間中総額３４，５６５百万円を支出する。

【注記1】

【注記2】

【注記3】

【注記4】

別表１-１

予　算　(総　計）
（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

支　　出

業 務 経 費

収　　入

運 営 費 交 付 金

国 庫 補 助 金

受 託 収 入

国 か ら の 受 託 収 入

政 府 出 資 金

　運営費交付金収入及び業務経費には、平成２０年度補正予算（第１号）によ
り措置された「安心実現のための緊急総合対策」の低炭素社会実現対策に係る
事業費、平成２０年度補正予算（第２号）により措置された「生活対策」の中
小・小規模企業等支援対策に係る事業費、平成２１年度補正予算（第１号）に
より措置された「経済危機対策」の低炭素革命、健康長寿・子育て及び底力発
揮・２１世紀型インフラ整備に係る事業費、平成２１年度補正予算（第２号）
により措置された「明日の安心と成長のための緊急経済対策」の環境・エネル
ギー技術への挑戦に係る事業費、平成２２年度補正予算（第１号）により措置
された「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」のグリーンイノベー
ション、ライフイノベーションの推進に係る事業費及び平成２３年度補正予算
（第３号）により措置された東日本大震災からの復興のための省エネルギー分
野等の革新的技術開発、災害対応無人化システム研究開発に係る事業費が含ま
れている。

　国庫補助金収入及び国庫補助金事業費には、平成２０年度補正予算（第１
号）により措置された「安心実現のための緊急総合対策」の低炭素社会実現対
策に係る事業費が含まれている。

国 庫 補 助 金 事 業 費

受 託 経 費

借 入 金 償 還

支 払 利 息

一 般 管 理 費

そ の 他 支 出

計

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当
に相当する範囲の費用である。

  各別表の「金額」欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によってい
るので、端数において合計とは合致しないものがある。

  「金額」欄の計数は、国庫納付金が発生する資産売却収入等の支出が伴う収
入が発生した場合には、その増加する収入金額を限度として、支出の金額を増
額することができる。

貸 付 回 収 金

業 務 収 入

そ の 他 収 入

計
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290,960

23,709

12,488

130

918

328,205

281,680

23,709

12,488

10,118

1,061

329,056

【人件費の見積り】

期間中総額７，５３６百万円を支出する。

【注記１】

【注記２】

【注記３】

別表１-２

予　算　(一般勘定）

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

収　　入

運 営 費 交 付 金

国 庫 補 助 金

受 託 収 入

国 か ら の 受 託 収 入

業 務 収 入

そ の 他 収 入

計

支　　出

業 務 経 費

国 庫 補 助 金 事 業 費

受 託 経 費

一 般 管 理 費

そ の 他 支 出

計

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する
範囲の費用である。

　国からの受託収入及び受託経費には、平成２１年度以降の事業費に係る新規受託分は含
まれていない。

　運営費交付金収入及び業務経費には、平成２０年度補正予算（第２号）により措置され
た「生活対策」の中小・小規模企業等支援対策に係る事業費、平成２１年度補正予算（第
１号）により措置された「経済危機対策」の低炭素革命、健康長寿・子育て及び底力発
揮・２１世紀型インフラ整備に係る事業費、平成２１年度補正予算（第２号）により措置
された「明日の安心と成長のための緊急経済対策」の環境・エネルギー技術への挑戦に係
る事業費、平成２２年度補正予算（第１号）により措置された「円高・デフレ対応のため
の緊急総合経済対策」のグリーンイノベーション、ライフイノベーションの推進に係る事
業費及び平成２３年度補正予算（第３号）により措置された東日本大震災からの復興のた
めの省エネルギー分野等の革新的技術開発、災害対応無人化システム研究開発に係る事業
費が含まれている。

　国庫補助金収入及び国庫補助金事業費には、平成２０年度補正予算（第１号）により措
置された「安心実現のための緊急総合対策」の低炭素社会実現対策に係る事業費が含まれ
ている。



 46 

66,378

344

992

67,715

65,396

1,987

67,383
【人件費の見積り】

期間中総額１，８０４百万円を支出する。

【注記】

一 般 管 理 費

計

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当
する範囲の費用である。

　運営費交付金収入及び業務経費には、平成２１年度補正予算（第１号）により措置
された「経済危機対策」の低炭素革命に係る事業費が含まれている。

運 営 費 交 付 金

業 務 収 入

そ の 他 収 入

計

支　　出

業 務 経 費

別表１-３

予　算　(電源利用勘定）
（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

収　　入
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468,923

236,797

89,755

336

3,439

799,250

448,596

236,797

89,755

23,990

2,182

801,320

【人件費の見積り】

期間中総額２１，７７６百万円を支出する。

【注記１】

【注記２】

【注記３】

収　　入

運 営 費 交 付 金

国 庫 補 助 金

受 託 収 入

別表１-４

予　算　(エネルギー需給勘定）
（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

支　　出

業 務 経 費

国 庫 補 助 金 事 業 費

受 託 経 費

国 か ら の 受 託 収 入

業 務 収 入

そ の 他 収 入

計

　国からの受託収入及び受託経費には、平成２１年度以降の事業費に係る新規受託分は含ま
れていない。

　運営費交付金収入及び業務経費には、平成２０年度補正予算（第１号）により措置された
「安心実現のための緊急総合対策」の低炭素社会実現対策に係る事業費及び平成２１年度補
正予算（第１号）により措置された「経済危機対策」の低炭素革命に係る事業費が含まれて
いる。

　国庫補助金収入及び国庫補助金事業費には、平成２０年度補正予算（第１号）により措置
された「安心実現のための緊急総合対策」の低炭素社会実現対策に係る事業費が含まれてい
る。

一 般 管 理 費

そ の 他 支 出

計

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する範
囲の費用である。
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22,300

525

1,033

23,858

22,656

922

23,578

【人件費の見積り】

期間中総額６１４百万円を支出する。

別表１-５

収　　入

政 府 出 資 金

業 務 収 入

そ の 他 収 入

予　算　(基盤技術研究促進勘定）
（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

計

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する範
囲の費用である。

計

支　　出

業 務 経 費

一 般 管 理 費
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1,565

91

978

2,634

3

1,504

79

484

2,070

【人件費の見積り】

期間中総額１６２百万円を支出する。

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する範
囲の費用である。

支 払 利 息

一 般 管 理 費

計

計

支　　出

業 務 経 費

借 入 金 償 還

収　　入

貸 付 回 収 金

業 務 収 入

そ の 他 収 入

別表１-６

予　算　(鉱工業承継勘定）
（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額
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2,781

320

2,587

5,687

5,633

6,260

11,893

【人件費の見積り】

期間中総額２，６７２百万円を支出する。

区　　　　分 金　　　　額

収　　入

貸 付 回 収 金

別表１-７

予　算　(石炭経過勘定）
（単位：百万円）

業 務 経 費

一 般 管 理 費

計

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する範
囲の費用である。

業 務 収 入

そ の 他 収 入

計

支　　出
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1

12

13

6

6

【人件費の見積り】

期間中総額１百万円を支出する。

支　　出

一 般 管 理 費

計

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する範
囲の費用である。

収　　入

業 務 収 入

そ の 他 収 入

計

別表１-８

予　算　(特定事業活動等促進経過勘定）
（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額
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収支計画(総　計） 収支計画(総　計）

1,229,482

1,229,342

1,180,702

44,053

76

4,511

141

1,198,981

1,198,785

826,261

348

101,521

260,506

342

4,379

5,428

196

純利益(△純損失) △ 30,501

目的積立金取崩額 0

総利益(△総損失) △ 30,501

【注記1】

【注記2】

資 産 見 返 負 債 戻 入

　各別表の「金額」欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっているの
で、端数において合計とは合致しないものがある。

  「一般勘定」、「電源利用勘定」及び「エネルギー需給勘定」の退職手
当については、運営費交付金を財源としている。

財 務 収 益

雑 益

臨 時 利 益

収 益 の 部

経 常 費 用

業 務 費

一 般 管 理 費

財 務 費 用

雑 損

経 常 収 益

別表２-１

区　　　　分 金　　　　額

費 用 の 部

運 営 費 交 付 金 収 益

業 務 収 益

臨 時 損 失

受 託 収 入

補 助 金 等 収 益

（単位：百万円）
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収支計画(一般勘定） 収支計画(一般勘定）

328,262

328,261

317,410

10,226

625

0

328,305

328,304

290,960

12,743

23,709

75

89

729

0

純利益(△純損失) 43

目的積立金取崩額 0

総利益(△総損失) 43

【注記】

財 務 収 益

雑 益

臨 時 利 益

  退職手当については、運営費交付金を財源としている。

収 益 の 部

経 常 収 益

運 営 費 交 付 金 収 益

受 託 収 入

補 助 金 等 収 益

資 産 見 返 負 債 戻 入

費 用 の 部

経 常 費 用

業 務 費

一 般 管 理 費

雑 損

臨 時 損 失

別表２-２

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額
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67,545

67,459

64,465

2,081

914

86

67,548

67,462

66,378

81

27

976

86
純利益(△純損失) 3
目的積立金取崩額 0
総利益(△総損失) 3
【注記】

臨 時 利 益

  退職手当については、運営費交付金を財源としている。

収 益 の 部

経 常 収 益

運 営 費 交 付 金 収 益

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

資 産 見 返 負 債 戻 入

財 務 収 益

雑 益

費 用 の 部

経 常 費 用

業 務 費

一 般 管 理 費

雑 損

臨 時 損 失

別表２-３

収支計画(電源利用勘定）
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収支計画(エネルギー需給勘定） 収支計画(エネルギー需給勘定）

798,013

797,959
770,872

24,246

2,841
54

798,175

798,068
468,923

238

88,779
236,797

180

214
2,938

106
純利益(△純損失) 161
目的積立金取崩額 0
総利益(△総損失) 161
【注記】

別表２-４

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

雑 損

臨 時 損 失

収 益 の 部

費 用 の 部
経 常 費 用

業 務 費

一 般 管 理 費

臨 時 利 益

補 助 金 等 収 益

資産見返負債戻入

財 務 収 益

雑 益

経 常 収 益

運営費交付金収益

業 務 収 益

受 託 収 入

  退職手当については、運営費交付金を財源としている。
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23,547
22,649

898

1,566
70

1,042
454

純利益(△純損失) △ 21,981
目的積立金取崩額 0
総利益(△総損失) △ 21,981
【注記】

区　　　　分 金　　　　額

費 用 の 部
経 常 費 用

別表２-５

収支計画(基盤技術研究促進勘定）
（単位：百万円）

　「純損失」は、鉱工業基盤技術に関する試験研究に係る業務費等の計上による
ものである。

業 務 収 益

財 務 収 益

雑 益

業 務 費

一 般 管 理 費

収 益 の 部
経 常 収 益

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 57 

収支計画(鉱工業承継勘定） 収支計画(鉱工業承継勘定）

548

548
472

76
0

1,087
1,083

39
1,034

10
3

純利益(△純損失) 539
目的積立金取崩額 0
総利益(△総損失) 539

経 常 費 用

一 般 管 理 費

臨 時 利 益

財 務 収 益

雑 益

別表２-６

業 務 収 益

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

費 用 の 部

財 務 費 用

臨 時 損 失

収 益 の 部

経 常 収 益
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11,561
11,560
5,307
6,123
131
1

2,289
2,289

6
1,962

320
1

純利益(△純損失) △ 9,272
目的積立金取崩額 0
総利益(△総損失) △ 9,272
【注記】

別表２-７

収支計画(石炭経過勘定）
（単位：百万円）

業 務 費

一 般 管 理 費

雑 損

区　　　　分 金　　　　額

費 用 の 部
経 常 費 用

  「純損失」は、国からの出資金を石炭経過業務の費用に充てたことによるもの
である。

雑 益

臨 時 利 益

資産見返負債戻入

財 務 収 益

臨 時 損 失

収 益 の 部
経 常 収 益
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収支計画(特定事業活動等促進経過勘定） 収支計画(特定事業活動等促進経過勘定）

6

12
1

11
純利益(△純損失) 6
目的積立金取崩額 0
総利益(△総損失) 6

経 常 収 益

業 務 収 益

財 務 収 益

費 用 の 部
経 常 費 用

一 般 管 理 費

収 益 の 部

別表２-８

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額
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1,280,397

1,234,361

630

4,747

40,659

1,280,397

1,203,548

826,261

102,243

260,506

4,346

1,887

8,305

1,653

22,300

52,897

【注記】

そ の 他 の 収 入

投 資 活 動 に よ る 収入

財 務 活 動 に よ る 収入

政 府 出 資 金 に よ る 収 入

資 金 支 出

業 務 活 動 に よ る 支出

投 資 活 動 に よ る 支出

財 務 活 動 に よ る 支出

前 年 度 よ り の 繰 越金

　各別表の「金額」欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっているの
で、端数において合計とは合致しないものがある。

業 務 活 動 に よ る 収入

運営費交付金による収入

受 託 収 入

国 庫 補 助 金 に よ る 収 入

貸付金の回収による収入

業 務 収 入

翌 年 度 へ の 繰 越 金

資 金 収 入

別表３-１

資金計画（総　計）
（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額
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330,922

328,939

96

1,061

825

330,922

327,976

290,960

12,488

23,709

130

689

229

2,717前 年 度 よ り の 繰 越 金

運営費交付金による収入

受 託 収 入

国 庫 補 助 金 に よ る 収 入

業 務 収 入

そ の 他 の 収 入

投 資 活 動 に よ る 収 入

業 務 活 動 に よ る 支 出

投 資 活 動 に よ る 支 出

財 務 活 動 に よ る 支 出

翌 年 度 へ の 繰 越 金

資 金 収 入

業 務 活 動 に よ る 収 入

別表３-２

資金計画（一般勘定）

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

資 金 支 出
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68,962

68,514

18

431

68,962

67,381

66,378

344

658

334

1,248

運営費交付金による収入

業 務 収 入

そ の 他 の 収 入

投 資 活 動 に よ る 収 入

前 年 度 よ り の 繰 越 金

資 金 支 出

業 務 活 動 に よ る 支 出

投 資 活 動 に よ る 支 出

翌 年 度 へ の 繰 越 金

資 金 収 入

業 務 活 動 に よ る 収 入

別表３-３

資金計画（電源利用勘定）
（単 位：百 万 円）

区　　　　分 金　　　　額
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805,554

800,767

459

2,182

2,146

805,554

798,989

468,923

89,755

236,797

460

3,054

385

6,180

運営費交付金による収入

前 年 度 よ り の 繰 越 金

受 託 収 入

国 庫 補 助 金 に よ る 収 入

業 務 収 入

そ の 他 の 収 入

投 資 活 動 に よ る 収 入

業 務 活 動 に よ る 支 出

投 資 活 動 に よ る 支 出

財 務 活 動 に よ る 支 出

翌 年 度 へ の 繰 越 金

資 金 収 入

業 務 活 動 に よ る 収 入

別表３-４

資金計画（エネルギー需給勘定）
（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額
資 金 支 出
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25,235

23,546

7

1,682

25,235

1,550

517

1,033

0

22,300

1,385

政 府 出 資 金 に よ る 収 入

前 年 度 よ り の 繰 越 金

資 金 収 入

業 務 活 動 に よ る 収 入

業 務 収 入

区　　　　分 金　　　　額
資 金 支 出

そ の 他 の 収 入

投 資 活 動 に よ る 収 入

財 務 活 動 に よ る 収 入

別表３-５ 

資金計画（基盤技術研究促進勘定）

業 務 活 動 に よ る 支 出

投 資 活 動 に よ る 支 出

翌 年 度 へ の 繰 越 金

（単 位：百 万 円）
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4,866

563

3

1,504

2,795

4,866

2,634

1,565

91

978

0

2,232

別表３-６ 

資金計画（鉱工業承継勘定）
（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

資 金 支 出

業 務 活 動 に よ る 支 出

投 資 活 動 に よ る 支 出

財 務 活 動 に よ る 支 出

翌 年 度 へ の 繰 越 金

資 金 収 入

業 務 活 動 に よ る 収 入

貸付金の回収による収入

業 務 収 入

そ の 他 の 収 入

投 資 活 動 に よ る 収 入

前 年 度 よ り の 繰 越 金
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44,374

11,846

48

32,481

44,374

5,006

2,781

343

1,882

705

38,664

翌 年 度 へ の 繰 越 金

資 金 収 入

区　　　　分

そ の 他 の 収 入

投 資 活 動 に よ る 収 入

前 年 度 よ り の 繰 越 金

業 務 活 動 に よ る 収 入

貸付金の回収による収入

業 務 収 入

資 金 支 出

業 務 活 動 に よ る 支 出

別表３-７

資金計画（石炭経過勘定）
（単 位：百 万 円）

投 資 活 動 に よ る 支 出

金　　　　額
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485

185

299

485

13

1

12

472

業 務 収 入

そ の 他 の 収 入

別表３-８

資金計画（特定事業活動等促進経過勘定）
（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額
資 金 支 出

前 年 度 よ り の 繰 越 金

業 務 活 動 に よ る 支 出

翌 年 度 へ の 繰 越 金

資 金 収 入

業 務 活 動 に よ る 収 入

     

 

 

 

 


